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COVID-19（新型コロナウイルス感染症）パンデミックは、社
会のあらゆる階層と経済部門全体に多大な挑戦を強いている。
レトリックとして時折逆の立場はあるとしても、医療への懸念
と経済への懸念の間に単純なトレードオフは存在しない。むし
ろ、COVID-19と社会経済的なレジリエンス（強靭性）に関して、
医療と経済の広範な領域において有効な対応を講じる活動事
例は多く存在する。廃棄物処理について、地方自治体は廃棄
物の収集・管理という不可欠なサービスの継続という課題に直
面すると同時に、潜在的に感染の可能性のある廃棄物の増加
に対応し、認可・無認可に関わらず廃棄物処理に従事する者
の命を守ることが求められている。国連環境計画からの重要な
メッセージのひとつは、既存の廃棄物処理システムをいつ何時
も最大限活用すべきということである。緊急事態の管理に関す
る古い格言に「災害時は名刺交換に適さず」という言葉がある
ように、パンデミックのさなかに新たな医療廃棄物処理システ
ムを立ち上げて、初めからその運用を開始するのは適切ではな
いだろう。

さはさりながら、COVID-19パンデミックは、地震や台風など
と違い、数時間や数日といった期間で終息するものではない。
少なくとももう1年、場合によれば数年、我々はCOVID-19と
共存していかなくてはならない。また、パンデミックの間にも
各地で自然災害が発生し、それらは廃棄物処理をさらに難しい
ものにするだろう。ゆえに、我々は、直近の問題に対して取り
組む一方で、長期的には、現在学んでいる教訓を活かして廃
棄物処理システムを改善し、より良い未来を作る機会を手にし
ているとも言える。我々は、国レベルの「現場の事実」に関す
る調査結果及び「デスクレビュー」と呼ばれる国際的なガイド
ラインの調査を統合した本報告書が、地方自治体、特に途上
国の地方自治体が喫緊の課題に対処し、明日に向けてよりレ
ジリエントな都市を構築していく上での道筋を指し示し、その
実行に寄与できることを願っている。

国連環境計画　国際環境技術センター所長
キース・アルバーソン

序文

国連環境計画	
国際環境技術センター所長

キース・アルバーソン
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COVID-19は私たちの社会全般に対して重大な影響を与えて
いるが、廃棄物処理もその例外ではない。途上国では廃棄物
の処理が世界的な基準に則って行われていることは稀であり、
加えて、汚染の可能性からより注意深い取り扱いと処理を必要
とする感染性廃棄物の増加はその実施に一層の難しさをもたら
すものとなる。

国際機関や学術的な組織はこれまでも感染性の廃棄物処理
に関するガイドラインを提供してきているが、これらは先進
国、途上国双方を共通に対象とするものが多く、途上国の
COVID-19	の廃棄物処理の現状に即してまとめられた事例は
少ない。これらの国々の廃棄物処理の現状は先進国とは異なっ
ており、先進国のためのガイドラインをそのまま適用すること
には無理がある。とりわけ、途上国では経済的、技術的、社
会的さらには制度的側面においてもその能力が不足している。

加えて、多くの既存のガイドラインは、パンデミックの最中で
はなく、社会が通常の状態にある時に編纂されたものである。
そのようなガイドラインはパンデミックの中にあって混乱した状
態にある社会という背景には十分な配慮がなされず、ともすれ
ば技術的な側面に目が行きがちである。途上国の廃棄物処理
能力に限りがあることに加えて、COVID-19というより注意深
い配慮と管理が求められる廃棄物によってさらなる影響を受け
ることとなる。

途上国はそのような状態の下でCOVID-19に対処しなければな
らず、独自の答えを見つけ出さなければならない。理想的な目
標と実際に可能なそれとの間に世界共通の着地点を見出すこと
は難しく、それ故にこそ各国の目標設定はそれぞれの国や都市
にゆだねられることとなる。

本報告書は廃棄物処理の実態に関する資料を収集するに際して、
途上国の国及び地方政府から直接情報を入手することを心掛
けた点が特徴である。国際的なガイドラインが最終的なあるべ
き姿を目指して作成されることと比べ、本報告書では途上国が
現実に利用している技術、制度等に関する情報を取りまとめる
ことに重きを置き、国際機関や他の組織が提案している17の
ガイドラインにも触れるとともに、世界の途上国14カ国につい
ての29の国内のルールと、この調査で準備した質問票に関す

序文

る答え及びそれに関連する情報を取りまとめた。各国が意思決
定を行っていく中で参考となるこのような実態に即した情報を
各国に提供することが本報告書の狙いである。途上国の専門
家やそれらの国々の廃棄物管理の実態に詳しい指導的立場の
専門家の見解も本報告書を作成するにあたっての貴重な貢献と
なった。

廃棄物処理の分野においては議論されていることと実際に実施
されることとの間に往々にして大きな乖離が存在する。要点は、
いかにこのギャップを埋めるかであり、それこそが本報告書を
通じて提供することを意図したところである。我々にとって必要
なのは、現在の COVID-19	のパンデミックによる混乱の中で
どうこの困難な課題に対応していくか、という点についての具
体的な考えと事例である。

本報告書が途上国あるいは経済発展移行期にある国々において、
廃棄物管理の実施計画を検討、策定し、COVID-19	に由来す
る医療廃棄物のより良い処理を行っていく上での有意義な情報
を提供するものとなることを期待している。

IGES-UNEP 環境技術連携センター所長
小野川和延

IGES-UNEP	
環境技術連携センター所長

小野川和延
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略語
ADB	 アジア開発銀行
BAT	 利用可能な最良の技術
CBWTF	 一般的な生物医学的廃棄物の処理施設
CCET	 IGES-UNEP環境技術連携センター
CIMT	 IMT-GT地域協力センター
COVID-19	 新型コロナウイルス感染症
CDC	 疾病管理予防センター
IGES	 公益財団法人地球環境戦略研究機関
HCWM	 医療廃棄物処理
ISWA	 国際廃棄物協議会
OSH	 労働安全衛生
MSWM	 一般廃棄物処理
PPE	 個人防護具
SACEP	 南アジア環境協力プログラム
WHO	 世界保健機関
UNEP-IETC	 国連環境計画　国際環境技術センター
UN-HABITAT	 国連人間居住計画
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本報告書は、人的資源、技術、設備、そして資金の不足など、
進行中のパンデミックによって課せられた制限と限界を踏ま
えて、医療廃棄物処理（HCWM）と一般廃棄物処理（MSWM）
に関する実践的な情報、提案、そしてガイドラインを提供す
るものである。本報告書は、既存のドキュメント及び各国へ
のアンケート調査への回答から取り急ぎ選択した既存ならび
に追加の情報に基づいている。本報告書では、途上国に焦点
を当てつつ、今すぐに検討できる最適なオプションと併せて
将来の適切な医療廃棄物処理のオプションなど、さまざまな
手段が紹介されている。

COVID-19は、途上国の廃棄物処理に新たな課題を引き起
こしている。医療廃棄物の不十分かつ不適切な処理は、公衆
衛生に深刻な結果をもたらし、環境に重大な影響を与える可
能性がある。従って、これらの廃棄物の適切な処理は、一般
廃棄物やその他増大するE-waste、建設廃棄物、産業廃棄物
などに加えて、環境と健康保護を図る上での重要な要素であ
る。医療廃棄物の適切な処理の重要性は、2019年後半に新
たに確認されたCOVID-19のパンデミックでさらに注目を集
めている。表1に示されているように、技術的あるいは運用
上の、または財政的制約のために適切な医療ならびに一般廃

表1：COVID-19パンデミック下における廃棄物処理に関するリスクと課題

棄物処理を実践できていない途上国は、今次パンデミックに
際し、その新しいリスクと課題から特に脆弱である。

各国政府はいくつかのイニシアチブを導入しているが、それ
らは不十分である。良い面としては、政府、医療従事者、医
療廃棄物処理業者のみならず、一般社会においても、医療
廃棄物の潜在的な有害性についての認識が、一層進んでき
たことである。ほとんどの政府は、病院や家庭からの感染性
廃棄物を処理するために各国で制定されている既存の法律
や規制を実行に移そうとし始めている。さらに、一部の政府
は、適切な廃棄物管理のコンプライアンスを維持するために
は、追加的な能力とリソースが必要であることを考慮して、
COVID-19パンデミック下で廃棄物を処理する際に従うべ
き新しい政策とガイダンスを続けて導入している。さらに、
独自の政策やガイダンスを持たない政府は、世界保健機関
（WHO）、国連環境計画（UNEP）、国連人間居住計画（UN-
Habitat）、世界銀行（WB）、その他の国連機関、またはアジ
ア開発銀行（ADB）や国際廃棄物協議会（ISWA）などの国
際機関を含むさまざまな機関によって出されている国際的な
規制とガイダンスを運用するための措置を講じている。

医療施設から発生する廃棄物家庭・一般廃棄物処理（MSW）

要約

	» 発生源での低い分別レベルによる
感染性廃棄物を含む混合廃棄物量
の増加	

	» プラスチック廃棄物量の増加（ロッ
クダウン、店舗での再利用製品の
停止などに起因）	

	» 家庭で発生する有害廃棄物の量に
関するインベントリまたは推計の欠
如	

	» ポイ捨て、不法投棄、野焼きの増加	

	» リサイクル活動の停止	

	» 手袋、マスク、ティッシュ、ガーゼな
どの感染性廃棄物とその他廃棄物
の混合（感染症への曝露）	

	» 認可・無認可の廃棄物処理サービス
の提供中止	

	» 特に無認可セクターに対する負の影
響の増加（労働安全衛生（OSH）、健
康リスク、ビジネス機会の損失など）	

	» 平常時に提供される不適切な一般廃
棄物処理サービス（OSHと同様、収
集サービスや埋立地運営の脆弱性）

	» 廃棄物処理に関する意識の欠如	

	» 廃棄済個人防護具（PPE）の再利用	

	» 廃棄物収集業者への日常的なPPE
の供給不足

	» 感染性廃棄物発生量の増加	

	» 医療廃棄物処理サービスの停止	

	» 不適切な医療廃棄物処理

	» リサイクル活動の停止	

	» 廃棄物処理・処分能力の欠如
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表2：アンケート調査結果の概要

出典：CCET 調査チーム ,	2020

準備及び準備態勢を整えることに始まり、最終的な根拠に
根差したCOVID-19からの復旧への対応まで、危機管理全
体を通じて、優れたガバナンス及び政策策定への責任が重
要な役割を果たす。医療廃棄物の適切な処理は、廃棄物処
理のヒエラルキー /3Rの原則に基づく必要があり、発生源
での分別、保管、収集 / 搬送、処理、最終処分から始め、
統合的及び /または全体的な視点から検討する必要がある。
多くの政府は状況を改善するために一定の努力を行ってい
るものの、アンケート調査（表2）の結果からは、通常時
に発生する医療廃棄物でさえ処理するのには不十分である
ことが明らかになっている。

これらの限られた技術的オプションと能力に加えて、
COVID-19パンデミックとそれに伴う医療廃棄物の発生量の
増加により、地方と中央政府の双方に追加的な負担が生じ
ている。この緊急事態に適切に対応するためには、各国は
それぞれの条件と必要性に基づいて緊急時対応計画を作成
する必要がある。

©iStock

 

医療廃棄物処理の選択肢 広範に使用されてい
る方法

二番目によく利用さ
れている方法 その他の方法 

発生源分別 •	 感染性廃棄物と非
感染性廃棄物、液
体廃棄物、鋭利な
廃棄物、一般廃棄
物に分別

•	 カラーコード化され
た容器を使用した
分別

•	 発生源分別
•	 適切にラベル付けされた分別容器の使用
•	 二重袋の使用	
•	 分別された廃棄物の記録管理	
•	 袋を結ぶ前に袋の消毒

保管 •	 指定された保管室
の利用

•	 最低3日間の収集
前保管

•	 冷蔵室の使用	
•	 保管室の定期消毒	
•	 保管室の閉鎖・施錠・安全確保	
•	 保管室での感染性廃棄物とその他医療廃棄物との
分別	

•	 最低2日間の収集前保管	
•	 専任の衛生作業員の配置

搬送 •	 廃棄物処理に関し
認可を受けた直接
委託契約の利用	

•	 搬送作業員による
PPEの使用

•	 有蓋車両の使用 •	 廃棄物搬送に使用するための特定車両・機材の使
用

•	 車両にラベルを貼付し、GPS追跡及び補強（ブレー
ス）システムの使用	

•	 適時かつ頻繁な回収・搬送
•	 車両積載前の袋・ごみ入れ容器の消毒
•	 廃棄物搬送の記録づけ

処理 •	 焼却処理の利用	
•	 特定埋立地の利用	
•	 オートクレーブ（高
圧蒸気滅菌器）の
利用	

•	 化学的または高レ
ベル消毒

•	 プラズマ熱分解	
•	 自動または乾式加熱	
•	 溶解	
•	 マイクロ波処理	
•	 セメントキルン	
•	 開放型コンテナによる焼却	
•	 深層埋設	
•	 開放型埋立処理
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表3

•	効果的な医療廃棄物処理の実施に関連する短期（緊急
時対応計画）及び長期（復旧計画）の双方の行動を検
討する。

•	廃棄物の量/フローの変化を特定し、かつリソースの効
率的な利用を高めるために、ざっと調査を実施し、廃棄
物の発生源を地図に落とす（マッピング）。

•	廃棄物の収集及び処理サービスの中断がもたらす他の
健康リスクを回避するために、既存の廃棄物処理システ
ムを維持する（増加した廃棄物量に対応するため、収集
と処理のサービスを調整する）。

•	二重袋の使用、カラーコード化したバッグの使用、特定
用途のためのバッグの配布、ラベル付け、廃棄場所な
ど、発生源での分別及び適切な保管/廃棄に関する意識
を高めるための啓発活動を行う。

•	材料の再利用とリサイクルをできる限り継続し、廃棄物
収集及び搬送システムを状況に応じて調整する。感染

性廃棄物処理のための既存の処理及び処分オプシ
ョンを精査し、かつ感染リスクを軽減するために利
用可能な最良のオプションを推進する。

•	適切な廃棄物処理を速やかに行うための一時的な
認可の付与、長期保管、自治体間の協力、そして国
境を越えた取り決めなどを容認する。

•	すべてのレベルにおいて部門間の協力と相互活動
を奨励する。

•	廃棄物処理システムに関与する認可及び無認可組
織の労働者の生命と生計を保護する（OSH、社会
保障措置など）。

•	ジェンダー平等が考慮されていること、性別のデー
タを利用しつつ、意思決定及び健康と安全対策導入
への女性の参加を確実にする。

STEP 01
廃棄物処理状況の
迅速な評価

STEP 02
緊急時対応計画
の策定

復旧及び準備態勢フェーズ緊急時フェーズ

STEP 03
調整済み廃棄物
処理サービスの
提供

STEP 04
既存の廃棄物処理
サービスのレビュー

STEP 05
復旧及び準備態
勢計画の策定

持続可能な
HCWM及び

MSWMのための
レジリエンスの

発展

緊急時対応計画を作成するための主要な考慮事項
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廃棄物処理方法 感染可能性のあるものを含む
一般廃棄物処理

COVID-19陽性が疑われる及び確認された患者の隔
離場所での一般廃棄物処理

医療施設からの医療
廃棄物処理

緊急対応期 •	 感染可能性のある廃棄物に
は二重袋の使用

•	廃棄前にリサイクル材の発生
源分別・保管

•	再利用回避のため使用済み
の使い捨てPPEの裁断・粉
砕		

•	 3分の2充填されたビニール
袋の密封	

•	 排出者への意識啓発（発生
源分別方法、リサイクル材に
係る懸念、ポイ捨てや野焼
きの中止など）

•	 マスク、手袋、ティッシュを含む感染性廃棄物（汚
染された混合廃棄物）の分別

•	 感染可能性のある廃棄物には二重袋の使用

•	 リサイクル材及び非医療有害廃棄物（電子廃棄物や
電池など）の一定期間（患者が治癒するまで）保管

•	 排出者への意識啓発（感染性廃棄物とその他廃棄
物との分別方法、ポイ捨てや野焼きの中止など）

•	 都市が発生源での廃棄物分別に課題を抱えている場
合、最低でもCOVID-19陽性者や強制隔離中の人
がいる家庭に対し、廃棄物処理時の予防措置を要
求する必要がある。丈夫な袋に入れて適切に密封し
ラベル付けを行うなど、すべての市民が廃棄物の安
全な処理と収集に係る輸送について指示に従うよう
奨励されるべきである。

•	各病棟で廃棄物の
種類に応じて色づ
け及び／もしくは適
切にラベル付けされ
た容器使用の準備

•	再利用可能材とリ
サイクル材の分別

•	医療施設で働く作
業員への PPE 使
用の促進

•	医療施設で作業員
に対するトレーニン
グの実施

復旧期 •	 使い捨てプラスチック（及び
プラスチック製品）を使用せ
ず、削減し、及び WHOガイ
ドラインに沿った布マスクの
使用促進	

•	 発生源分別の促進

•	 使い捨てプラスチック（及びプラスチック製品）を
使用せず、削減	

•	 備えとしてPPEの
確保

COVID-19の感染拡大を防ぎ、将来同様の事態へのレジリエンス
を高め、かつ準備態勢を整え、医療廃棄物処理を改善するために、
政府が焦点を当てるべき主要な優先分野：

©iStock

1. 発生源分別：表4
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廃棄物処理方法 感染可能性のあるものを含む一
般廃棄物処理

COVID-19陽性が疑われる及び確
認された患者の隔離場所での一般
廃棄物処理

医療施設からの医療廃棄物処理

緊急対応期 •	 収集サービスのスケジュール調
整	

•	 有能な廃棄物処理業者への一
時的認可付与の検討

•	都市間協力の検討

•	分別用ビニール袋の開封禁止
（集積所など）

•	作業員への PPE の提供と適
切な使用方法に関する指導の
実施（収集、集積所、無認可
セクターなど）	

•	 社会的距離（ソーシャルディス
タンス）を保ち、可能であれ
ば窓の開放（収集車、集積所
など）	

•	 収集車の消毒	

•	 OSH（収集、集積所、無認可
セクターなど）

•	 感染性（汚染）廃棄物収集のた
めの特別収集サービスの手配

•	 有能な廃棄物処理業者への一時
的認可付与の検討	

•	 都市間協力の検討

•	 分別用ビニール袋の開封禁止（集
積所など）

•	作業員への PPE の提供と適切
な使用方法に関する指導の実施
（収集作業員）

•	 処理施設または処分場への直接
搬送

•	 社会的距離（ソーシャルディスタ
ンス）を保ち、可能であれば窓の
開放（収集車、集積所など）

•	 収集車の消毒

•	 OSH（収集作業員）

•	 定期的かつより高い頻度での廃棄物
収集サービスの提供

•	 認可を受けた医療廃棄物専門の取
扱業者の利用可能性の検討

•	 有能な廃棄物処理業者への一時的
認可付与の検討

•	 マニフェストシステム

•	 収集作業員への PPEの提供と適切
な使用方法に関する指導の実施

•	 処理施設または正式に認可された処
分場への直接搬送

•	 社会的距離（ソーシャルディスタンス）
を保ち、可能であれば窓の開放（収
集車、集積所など）

•	 収集車の消毒

•	 OSH（収集作業員）

復旧期 •	 平常時の収集サービスの向上・
強化

•	 ごみ銀行を含む集積所におけ
る運営強化

•	 無認可セクターの参画改善

•	 協力協定の締結

•	 緊急時収集スケジュールの準備

•	 備えのための PPEの確保

•	 無認可セクターの参画改善	

•	 医療廃棄物の安全搬送に向けた収
集車の改良

2. 排出と回収：表5

3. 搬送：表6

廃棄物処理方法 感染可能性のあるものを含
む一般廃棄物処理

COVID-19陽性が疑われる及び確
認された患者の隔離場所での一般
廃棄物処理

医療施設からの医療廃棄物処理

緊急対応期 •	 廃棄物回収者（ウェイス
トピッカー）によるごみ
袋開封の禁止	

•	 廃棄物回収者を含むコ
ミュニティ及び無認可セ
クターへの意識啓発活動

•	 二重袋のビニール袋の使用	

•	 3分の2充填されたビニール袋の密
封及び感染性（汚染）廃棄物を示
すラベルの貼付

•	 ビニール袋の消毒

•	 地域収集所または外部への排出の
一時停止

•	 自治体の収集事業者と生物医学
的廃棄物処理施設事業者の連携	

•	 感染性（汚染）廃棄物を発生源に
留め、保管及び指定された収集サー
ビスでの排出

•	交通量の多い時間帯の搬送回避	

•	 スタッフや患者への曝露を防止し、患者
のケア・エリアやその他のクリーン・エ
リアを通る廃棄物用カートの搬送削減

•	感染性廃棄物と同時に、または同じカー
トでの一般廃棄物収集の回避	

•	 患者、公共アクセス、害獣から離れた場
所への保管場所確保

•	廃棄物の種類に応じた保管場所の適切
な設計

•	施設内の消毒に向けた適切な管理方法
の採用

復旧期 •	 PPE の提供を通じた作
業員の安全と健康確保

•	 廃棄物を異なる区画に分
別する意識向上と収集

•	 適切な医療廃棄物処理のための施設内
設備と施設利用の促進
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廃棄物処理方法 感染可能性のあるものを含む一般
廃棄物処理

COVID-19陽性が疑われる及び確認
された患者の隔離場所での一般廃
棄物処理

医療施設からの医療廃棄物処理

緊急対応期 •	 廃棄物の増加量に応じた処理ス
ケジュールの調整	

•	 有能な廃棄物処理業者への一時
的認可付与の検討

•	都市間協力の検討

•	分別されたリサイクル材の受入及
び保管

•	作業員への PPE の提供と適切
な使用方法に関する指導の実施

•	社会的距離（ソーシャルディスタ
ンス）を保ち、施設における窓
の開放	

•	 機械及び設備の消毒	

•	 OSH（認可・無認可セクター）

•	 医療廃棄物と同様に感染性廃棄物
の処理（医療廃棄物処理を参照）

•	 有能な廃棄物処理業者への一時的
認可付与の検討	

•	 都市間協力

•	 一定の保管期間後のリサイクル材
受入

•	 作業員への PPE の提供と適切な
使用方法に関する指導の実施

•	 社会的距離（ソーシャルディスタン
ス）を保ち、可能であれば施設に
おける窓の開放

•	 機械及び設備の消毒	

•	 OSH（認可・無認可セクター）

•	適切な医療廃棄物処理方法
（オートクレーブなどの不燃技術
と焼却）

•	最良オプション（緊急もしくは
易感染状態時の選択肢（「3.2　
医療廃棄物の処理・処分方法」、
「4	結論と教訓」を参照）、セメ
ントキルン業界との連携など）

•	作業員への PPE の提供と適切
な使用方法に関する指導の実施

•	社会的距離（ソーシャルディスタ
ンス）を保ち、可能であれば施
設における窓の開放	

•	 機械及び設備の消毒	

•	 OSH（施設内作業員）

復旧期 •	 無認可セクターの参画強化

•	 持続可能な中間処理技術の促進
（リサイクル、廃棄物発電、コプ
ロセッシングなど）

•	 OSH 及び PPEの配布における無
認可セクターの参画強化

•	 緊急時処理オプションの準備	

•	 適切な医療廃棄物処理の促進
（オートクレーブ、殺菌、焼却、
処分など）

廃棄物処理方法 感染可能性のあるものを
含む一般廃棄物処理

COVID-19陽性が疑われる及び確認さ
れた患者の隔離場所での一般廃棄物
処理

医療施設からの医療廃棄物処理

緊急対応期 •	 野焼きを止めるため最終
処分場（特に投棄場所）
の管理

•	廃棄物回収者への回収
停止もしくは制限、適切
なPPE の提供及び使用
方法指導

•	都市間協力

•	 医療廃棄物処分と同様に感染性廃棄
物の処理（医療廃棄物処理を参照）

•	 処分場の管理（特定ピット（廃棄物埋
設・消却用の臨時の穴）を指定し、
許可された人以外の立入を禁止の上、
廃棄物回収を禁止）

•	 都市間協力

•	 処分場作業員への PPE の提供と適
切な使用方法に関する指導の実施

•	 機械及び設備の消毒	

•	 OSH（認可・無認可セクター）

•	医療廃棄物処分と同様に感染性廃棄
物の処理（「3.2　医療廃棄物の処理・
処分方法」を参照）

•	処分場の改良と管理（特定ピットを指
定し、許可された人以外の立入を禁
止の上、廃棄物回収を禁止）

•	処分場作業員の PPEの適切な使用

•	機械及び設備の消毒	

•	 OSH（認可・無認可セクター）

復旧期 •	 短期的には既存の処分
場の改善への取り組み	

•	 中長期的には可能な限り
衛生的な埋立地の確保

•	 廃棄物回収者の参画を
含めた処分場の管理

•	 緊急時処理オプションの準備

•	 処分場の衛生的な埋立地への改善

•	 廃棄物回収者の参画を含めた処分場
の開発

•	 衛生的及び管理された埋立地の確立
（改善）

5. 最終処分：表8

4. 処理：表7
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回復だけではなく、より良い復興（BBB）を目指すために、
根拠及び十分な情報に基づいた意思決定を奨励する。短期及
び長期の双方で、効果的な医療廃棄物処理プログラムを実施
するために表4〜8で特定された行動には、すべてのレベルに
おける多部門間の協力と相互活動が必要である。国家政策及
び法的な枠組の策定が未だなされていない場合、要員のトレー
ニング、及び国民の意識向上は、医療廃棄物処理システムの
成功に不可欠な要素である。問題に対する国民の意識向上は、
政策及びプログラムの策定と実施へのコミュニティの参加を促
すために不可欠なものである。

従って、医療廃棄物の処理は、体系的で多面的な枠組に組み
込まれるべきであり、かつ医療サービスの不可欠な機能になる
べきである。民間の廃棄物処理事業者、非正規部門及び女性
の参加の重要な役割は、早期復旧のための経済緩和策及び政
策の策定において考慮されるべきものである。

加えて、自治体及び地域のサービス提供者の財政能力につい
ては、汚染者負担の原則が導入されるよう奨励されるべきであ
り、それによりすべての人に廃棄物処理サービスの利用可能性
が確保される。

政策はグローバルに策定及び調整され、処理の実施はローカ
ルに行われる。この目標を達成するために、IGES-CCET 及
び UNEP-IETCは、他の国際及び開発パートナー、かつそれ
ぞれの政府と協力して、長期的な政策変更に関する新しい洞察
と知識、加えて特に途上国の医療廃棄物処理の問題に対処す
る実用的な参考資料を作成するための新しい方途を作り上げる
ために協同する必要がある。加えて、医療廃棄物処理というサ
ブジェクトを国連環境総会（UNEA）に提案することは可能で
あり、これにより、各国政府が協力して適切な医療廃棄物処
理システムを確立するために行動を起こすよう奨励できる。

©iStock
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1.1　概要
2019年末に発生した新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
は、ひとつの世界的な健康危機をはるかに超えるものとなった。
それは社会や経済を大きく変え、私たちの日常生活に深い影響
を与えている。WHOは、2020年3月にCOVID-19の発生をパ
ンデミックと宣言した（WHO,	2020）が、犠牲者の数は依然と
して急速に世界中に広がりつつある。ジョンズホプキンス大学は、
世界でのCOVID-19の最新の症例数は1,700万人以上であり、
全世界での死者数は67万7,538人に上ると報告している（2020
年8月1日現在、ジョンズホプキンス大学医学部）。人命の保護と
生計の回復は、国や地方の政策や施策の中核である。一方で、
家庭や医療施設などから排出される有害物を含む廃棄物の適切
な処理は、健康と環境への二次的影響が生じる可能性を最小限
に抑えるために不可欠な市民サービスである。

技術的、実用的、財政的制約のため、もともと適切な廃棄物
処理の実践が十分ではない途上国は、このパンデミック中の
廃棄物処理に関して深刻な問題に直面している。作業員の不足
（ウイルスに感染した場合、チーム全体が自主的に隔離するこ
とが必要になる）、職場での安全性の欠如、コロナウイルスに
感染した家庭からの廃棄物の安全な取り扱い、増加した医療
廃棄物の取り扱い、収集場所からリサイクルまたは処理施設ま
での安全な管理の確保などの困難があり、途上国の廃棄物収
集サービスは機能不全に陥っている。開発途上にある国や都
市はCOVID-19に対処しその広がりを抑える一方で、同時に、
環境や人間の健康への感染リスクの低減に努力している。その
努力には、当然、COVID-19関連の廃棄物の処理にあたる作
業員への感染防除も含まれている。

地域の廃棄物処理システムは、家庭廃棄物や医療廃棄物、そ
の他の感染性廃棄物の処理に関する通常のプロトコル（実施
要領）に加えて、COVID-19パンデミック下では、予防、実施
及び処理に関し特別の対応が必要となる。また、安全かつ適
切で実用的なオプションを適時適切に促進する緊急時対応計
画を立てることも必要となる。適切に設計され維持管理された
施設を、その設計許容範囲内で稼働して行う焼却は、一般に
広く受け入れられ推奨されている医療廃棄物の処理方法である。
しかし、	ほとんどの途上国には、そのような高度な焼却炉は存
在しておらず、安全な方法でそれらを操作するために必要な条
件も欠けている。

1 はじめに

このような状況に鑑み、IGES-CCETとUNEP-IETCは、廃
棄物処理の分野における政策立案者、国の専門家、主要なス
テークホルダー（利害関係者）と協議して、この政策報告書を
共同で作成した。本報告書は、COVID-19に感染し、あるい
は感染の疑いがある人々を収容している医療施設、家庭、検
疫所から発生する廃棄物の適切な処理方法の提供に関し、従
来の廃棄物処理の方法をレビューし、主要な課題を同定し、
地域での解決策を特定しようとしたものである。また、廃棄物
処理の実施によって引き起こされるCOVID-19への感染の潜
在的なリスクを最小限に抑えるために、途上国の状況下ですぐ
に簡単に採用できる、利用可能な最良の方法または適切な技
術を特定することも目指したものである。加えて、途上国の政
策立案者と実務家の両方に対し、安全で健全な廃棄物処理シ
ステムを達成することを目的とする国内及び世界の政策に基づ
いて、医療廃棄物処理システムを長期的に改善するためのいく
つかの提案を行っている。

1.2　対象とする範囲と読者
本報告書は、COVID-19パンデミック下での医療廃棄物の処
理に焦点を当てている。対象には、	病院、医療センター、救
急医療施設から発生する医療廃棄物、一般家庭やCOVID-19
陽性者ならびに感染の疑いのある者が確認された特定の家庭
/検疫所から発生する一般廃棄物が含まれる。廃棄物処理に
際してのヒエラルキーを念頭に、発生源での廃棄物の分別・排
出・処理、さらに、収集、搬送、リサイクル、最終処分を含
む医療廃棄物処理の流れをレビューする。本報告書の主な対
象には、国や地方自治体の意思決定者や実務家、民間及び無
認可の廃棄物処理業者、開発機関、学者、途上国の医療廃
棄物処理に関わるシンクタンクが含まれる。

1.3　目的
本報告書の目的は、COVID-19パンデミック下で、現行の医
療廃棄物処理の方法をレビューし、地域の状況に応じて、実
施面及び技術面から、最も利用可能で適切な廃棄物処理の方
法を特定することである。これには、規制の枠組み、人的資源、
インフラストラクチャ及び財政的制約が含まれる。一方で、廃
棄物処理の実施による環境や人の健康への影響の重要性も考
慮する。COVID-19の廃棄物処理には、医療廃棄物処理の一
般的なプロトコルに加えて、能力、予防、装置、設備、運用、
管理に関し特別の措置が必要になる場合がある。従って、本

©iStock
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報告書は、特に途上国に対して、どのオプションが適切で利
用可能であるか、そして緊急時や復旧の段階で、現行のプロト
コルや方法をどのようにCOVID-19の状況にあわせ実用的に
適応させるべきかに関し、複数の提案を行っている。

1.4　方法論
本報告書は、COVID-19パンデミック下での医療廃棄物処理
に関する包括的な情報を提供するものであり、国や地方の政策、
ガイドラインやマニュアル、戦略計画の策定などでの活用を想
定している。さらに、途上国での持続可能な医療廃棄物処理
の達成に向けて、人々とコミュニティを保護し、地域の状況に
基づいてレジリエンスを高めることを目的に策定する緊急時対
応計画にも役立つものである。関連するデータや情報は、デス
クレビューと国別調査の二つにより収集した（図1を参照）。

デスクレビューは、Googleとグローバル電子ライブラリを使
用して、医療廃棄物処理に関連する既存のドキュメントを対
象として行った。その際、2000年以降に発行された公式な
文書を優先した（表9及び補足資料（https://www.ccet.jp/
publications）を参照）。その結果、WHOを含む国連機関、
WB、ADB、ISWAなどの国際機関または開発機関によって発
行された13の出版物に加えて、医療廃棄物処理に関連する32
の国別の政策文書が同定された。これらは、表9にまとめられ
ているように、ガイドライン、政策、法令、マニュアル、規制、
戦略、ファクトシート、フライヤーなどの様々なタイプの文書で
構成されている。その中では、ガイドラインが大半を占めている。
ほとんどの文書は、COVID-19パンデミックの前に、国際機関
やいくつかの政府によって作成されたものである。

国際機関 
ADB 2020
ACR+  
（持続可能な資源管
理都市・地域協会） 

2020

Secretariat 
of the Basel 
Convention 
（バーゼル条約事務局）

2003 2020

CDC, US  
（米国疾病管理予防
センター）

2019

ISWA 2020
Stericycle 
（医療廃棄物に知見
を有する米国のコン
プライアンス会社）

2020

SWANA 
（北米固形廃棄物協会）

2020

UNEP 2020
UN-Habitat 2020
WHO 2014,	

2017,	
2020

国

中国 2020 2020

エチオピア
2005,	
2011

インド 2020 2016

日本
2009 2020 2020a,	

2020b,	
2020c

2018 2020a,	
2020b

ケニア
2010 2007 2006,	

2012,	
2020

マレーシア
2005,	
2009

2013,	
2017,	
2020

メキシコ 2020 2003
南アフリカ 2020 2020 2013 2020 2004 2007

スリランカ 2020a,	
2020b

表9：本調査でレビューされた文書のリスト
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図1：方法論に関するフローチャート

出典 :	著者作成，2020

2

1

3 4

COVID -19の廃棄
物処理に関するデス
クレビューの実施

アンケートによる
国別調査の実施

デスクレビューとアンケート
調査のとりまとめ

結果に基づき教訓を同定

アンケートに基づく国別調査は、デスクレビューを補足するも
のとして実施した。アンケート調査は、（1）医療廃棄物処理に
関する政策と制度設定、（2）医療廃棄物発生に関する統計、
（3）医療廃棄物処理の方法の3つの主要な項目に焦点を当てた。
また、COVID-19のパンデミックにより、政府が廃棄物処理
の方針や実施方法に加えた変更についても調査した。CCET、
UNEP-IETC、UNEPの地域や国の事務所、南アジア環境協
力プログラム（SACEP）、IMT-GT 地域協力センター（CIMT）
のメンバーが、各国に調査への回答を働きかけた。各国の専
門家は、2020年4月から2020年5月までの期間にアンケート
調査に回答したが、その回答は、それぞれの地域や国の地元
のステークホルダー間のネットワークや、国や地方自治体、学
界、NGO、国際機関などのカウンターパートの協力を得て作成
された。アンケートへの回答は、アジア（アフガニスタン、バ
ングラデシュ、中国、インド、インドネシア、日本、マレーシア、
ネパール、スリランカ、タイ）、アフリカ（エチオピア、ケニア、
南アフリカ）及びラテンアメリカ・カリブ海地域（メキシコ、セ
ントルシア）の15カ国からタイムリーに受領した。アンケート
調査の詳細な結果は、国別の文書とともに補足資料（https://
www.ccet.jp/publications）にまとめられている。

•	 	第1章には、イントロダクション、背景、主な優先課題が含
まれている。

•	 	第2章では、1）医療廃棄物の特性評価、2）医療廃棄物
の発生量、3）政策・規制措置、4）廃棄物処理における
COVID-19とジェンダー、の4つのテーマに分けて、データ
分析の結果を要約した。デスクスタディの結果を基に、途
上国から受け取ったアンケート調査を補足資料として活用し、
分析を行った。

•	 	第3章では、1）廃棄物の分別・保管・搬送、2）医療廃棄
物の処理と処分方法、3）労働安全と衛生	、4）能力開発
と意識向上の4つに分けて、医療廃棄物処理（医療廃棄物
処理フロー）の実践を詳細にまとめた。

•	 	第4章では、デスクレビューとアンケート調査から得られた
結論や教訓を、1）政策、規制及び制度的枠組み、2）感
染性廃棄物の安全な取り扱い、3）適切な処理及び処分方
法、4）能力開発及び意識向上、5）データ管理・統計・学
習、6）COVID-19パンデミック下で感染性廃棄物を適切に
処理するための一般原則とガイダンスの6つの優先分野に分
けて取りまとめた。

•	  Annexには、インドネシア、ケニア、スリランカの3カ国のケー
ススタディの文書が添付されている。

本報告書は以下の4つの章とAnnexから 
構成されている。

https://www.ccet.jp/publications
https://www.ccet.jp/publications
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2 COVID-19影響下における医療廃棄物処理の統計、
政策及び規制の現状 

2.1　医療廃棄物の特徴
WHOガイドラインレポート（WHO,	2014;	WHO,	2017）によ
ると、医療廃棄物には、医療施設、研究所、実験室で行われ
る医療行為に関連するすべての廃棄物が含まれる。また、家
庭で発生する医療廃棄物も含まれる（例：家庭用透析、インス
リンの自己投与、回復ケア）。医療廃棄物は、図2に示すように、
有害なものと無害なものの両方を含む8つの主要なグループに
分類できる。

出典：	WHO，2014に基づいて著者が作成

無害な廃棄物または一般廃
棄物
特定の生物学的、化学的、放射
性または物理的危険をもたらさな
い廃棄物

感染性廃棄物
血液やその他の体液で汚染された廃
棄物（例えば、診断用サンプルの廃
棄物）、実験での感染性病原体の培
養物及びストック（例えば、検死起
源の廃棄物や実験で使用した感染
動物起源の廃棄物）、または感染症
患者からの廃棄物（例えば、綿棒、
包帯、使い捨て医療機器）

病理廃棄物
人間の組織、臓器、体液、体
の一部、汚染された動物の死
体

化学廃棄物
実験の準備で使う溶媒や試薬、
消毒剤、滅菌剤、医療機器に
含まれる重金属（壊れた体温計
の水銀など）及び電池

医薬廃棄物
期限切れ、未使用、及び
汚染された医薬品やワク
チン

鋭利な廃棄物
注射器、針、使い捨てメ
ス、刃など

細胞毒性廃棄物
がん治療に使用される細胞毒性薬
やその代謝物など、遺伝毒性を持
つ物質（すなわち、突然変異性、
催奇形性、または発がん性の非常
に危険な物質）を含む廃棄物

放射性廃棄物
放射性診断物質または放射
線治療物質を含む放射性核
種で汚染された製品
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図2：医療廃棄物の分類
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「Compendium	 on	 Technologies	 for	 the	 Treatment/
Destruction	of	Healthcare	Waste（医療廃棄物の処理 / 破壊
技術に関する概論）」（UNEP-IETC,	2012）も、感染の可能
性がある内容物を含む、医療廃棄物の成分と量に関する基本
情報を提供している。医療施設で発生した廃棄物は、一般に
約85％が無害な廃棄物、15％が有害な廃棄物として報告され
ている（図3）。

図3：医療廃棄物における有害及び無害な廃棄物の割合

表10：医療廃棄物の構成

出典：UNEP-IETC,	2012に基づいて著者が作成

出典：国別調査に基づいて著者が作成

物質的な構成要素に加えて、医療廃棄物の特性について理解
するためには、医療廃棄物の処理に適切なオプションを正しく
選択し、処理技術を特定し、処理システムの操作に必要なパラ
メータを設定する必要がある。UNEP-IETC のデータ（2012）

ただし、アンケート調査から収集されたデータでは、表10に
示すように、感染性廃棄物または有害な廃棄物と無害な廃
棄物及び一般廃棄物のこの割合は国や都市によって異なる。
COVID-19のパンデミックを完全に理解するためすぐに利用で
きるデータはないものの、医療分野及び家庭内での廃棄物処
理から発生するCOVID-19廃棄物により、有害廃棄物がさら
に増加することが予想される。

国及び都市名 医療廃棄物の構成

有害 無害
国レベル
インド 10-25 90-75

ケニア 15 85

マレーシア 20 80

ネパール 27 73

都市レベル
ダッカ（バングラデシュ） 18 82

スラバヤ（インドネシア） 27 73

パンカルピナン（インドネシア） 10-30 90-70

パダン（インドネシア） 20 80

無害廃棄物 85%
	» 紙や段ボール
	» 梱包材
	» 生ごみ
	» エアロゾル（スプレー）

有害廃棄物

	» 感染性廃棄物
	» 病理廃棄物
	» 鋭利な廃棄物
	» 医薬廃棄物
	» 遺伝毒性廃棄物
	» 化学廃棄物
	» 放射性廃棄物

15%

に基づき、水分量、発熱量、可燃性物質と一般的な状態での
医療廃棄物の容積密度が表11にまとめられている。ただし、
COVID-19パンデミックにより、現在の状況ではこれらのパラ
メータが変わっている可能性がある。
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表11：医療廃棄物の主な特性

表12：医療施設別の平均廃棄物発生率

図4：特定の国における医療廃棄物の発生量（1日当たりのトン数）

出典：UNEP-IETC	(2012)

出典：UNEP-IETC	(2012)

出典：国別調査に基づいて著者が作成

パラメータ　 平均値

水分量 重量	15％

エネルギー値（熱） 15	MJ/kg	(3,600	kcal/kg
または6,400	BTU/lb)

燃焼残存物 重量	15％

容積密度 100	–	200	kg/m3

施設 医療廃棄物の総発生率 感染性医療廃棄物の発生率

総合病院 2	kg/ベッド-日 0.5kg/ベッド-日

診療所 0.02	kg/患者-日 0.007	kg/患者-日

産院 5	kg/患者-日 3	kg/患者-日

臨床検査室 0.06	kg/検査-日 0.02	kg/検査-日

簡単な診察施設 0.04	kg/患者-日 0.01	kg/患者-日

アフガニスタン
27

メキシコ	
32

ネパール
37

南アフリカ
133

タイ
152

インドネシア
290

日本
876

インド
608

セントルシア
47

マレーシア
50

2.2　医療廃棄物の発生量
通常の状態における医療施設別の平均医療廃棄物発生率が表
12に示されている。この情報によると、医療廃棄物は産院や
総合病院で最も発生する。

国内におけるデータの実用性とその正確さには限度があるが、
図4は、アンケート調査に基づいてまとめられた各国の医療廃
棄物発生量を示している。
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2.3　政策及び規制
既存の医療廃棄物処理計画と政策を持つ国、州、及び地方自
治体の政府は、これらの計画と政策をCOVID-19廃棄物への
対応に活用することで大きなメリットを得る。地方自治体の廃
棄物セクターでは、災害廃棄物、特に医療廃棄物を含む既存
の緊急時対応計画も、COVID-19の状況下で役に立つ。既存

の戦略、計画や政策がない自治体または国の場合、伝染病が
発生した際の緊急時対応計画を含む処理計画を定めるべきで
あり、その内容は当該地域における流行の状況を勘案して行う
必要がある。

発展途上国におけるCOVID-19
パンデミック時の医療廃棄物の
発生に関して、表13はアジアの
5つの都市での医療廃棄物の増
加の可能性を示している（ADB,	
2020）。また、COVID-19に関
連する医療施設からの医療廃棄
物の増加は3.4kg	/人 /日である
と推定されている。

都市
人口
（世界人口レビュー）

発生した 
医療廃棄物
（COVID-19前のト
ン/日）

医療廃棄物の 
推定増加発生量　　
（COVID-19中のトン/日）

COVID-19に
よる増加割合
（％）

マニラ 1,400万 47 280 496

ジャカルタ 1,060万 35 212 506

バンコク 1,050万 35 210 500

ハノイ 800万 27 160 493

クアラルンプール 770万 26 154 492

表13：COVID-19パンデミックによる各都市のHCW推定増加量
出典：ADB,	2020

COVID-19パンデミック時の医療施設、家庭、公共スペースからの医療廃棄物発生に関
する以下の推定値は、本報告書に対して実施されたアンケート調査に基づいてまとめら
れた。

• タイの2.85	kg	/	1ベッド	/日、インドネシアの2.23	kg	/	1
ベッド	/日、及びメキシコの2.0-2.2	 kg	 /	1ベッド	/日の調
査結果に基づくと、途上国では1ベッド/日当たり約2.5kgの
COVID-19医療廃棄物が発生している。

• 中国・武漢でのパンデミックの際に、医療廃棄物処理能力
が50トン/日から106.9トン/日まで必要であったと推定され
る。

• COVID-19流行中のインドネシア・西ジャワにおいて医療
廃棄物の発生量が急速に増加し、2020年1月、3月、及
び4月のそれぞれの月における医療廃棄物の発生量は約
10,903トン、11,646トン、及び14,606トンとなり、1月から
4月の間に約30％増加した。

• 日本が2020年4月7日に緊急事態を宣言した後、2020年5
月の東京における商業廃棄物収集量は前年比で57％減少
したが、家庭ごみは前年に比べて110％増加した（環境ビジ
ネスオンライン2020年6月4日付）。

• COVID-19のパンデミック時に家庭や公共スペースから
発生する感染性廃棄物には、マスク、手袋、ティッシュ、
使い捨て衣服、使用済み及び有効期限切れ医薬品など
の潜在的に汚染された物質が含まれる。しかし、我々が
検討した文書や調査の回答には、国内または一般廃棄
物に含まれるCOVID-19廃棄物量に関する定量的な情
報は含まれていなかった。

• 多くの都市や医療機関は、予測される過剰な医療廃棄物
の処理能力がない可能性もあり、地域ごとの制約に基づ
いた緊急時対応計画を策定する必要がある。
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1	法律に関するデータと分析に使用されるデータベースは、オンラインで入手できる既存のもの、及び採用されている国の廃棄物処理法に基づ
いているため、これ以外の法律が存在する場合がある。廃止された法律と規制は除外されており、政策と戦略も同様であるが、これらは国によっ
てその事情が大きく異なっていることと、データ収集のためのはっきりとした事前に定義された方法論に確実に従うために行ったものである。法
的文書は完全に分析されたものではなく、事前に定義されたキーワードの文字列を使用して、対応する廃棄物処理に基づいて各法律を分類して
いる。主なデータソースには、米国議会図書館法律 eライブラリ、WorldLII 法律 eライブラリ及び各国政府のウェブサイトにある全国的なオ
ンラインの法律データベースがある。

世界

南アメリカ及びカリブ諸国

アジア

アフリカ

北アメリカ

ヨーロッパ

オセアニア
専門の法律がある

医療廃棄物に対処する既存の国内法レビュー

世界的には、医療廃棄物処理に対処または関連する168の国
内法と規制（以下、簡素化し「法律」と総称）があり、そのうち
57は医療廃棄物処理のみに関連し、残りの111は各種の廃棄
物処理に対応しているが、ここには重要な違いがある。つまり、
法律は廃棄物全体に対処することが多く、さまざまな廃棄物
処理方法を挙げるものの、通常、実質的なコンテンツがないた
め、データ１収集に使用される方法論に問題が生じる。従って、
単一の廃棄物処理に対処する法律は、一般的に少数の例外を
除いて、いくつかの廃棄物をカバーする法律よりも実質的であ
る。

図5を見ると、医療廃棄物処理に関して何らかの形で法律が制
定されている国は世界の約半分に過ぎず、専門の法律を制定し
ている国は約4分の1に過ぎない。世界の人口の80％以上が医
療廃棄物処理法の対象となっており、この割合は比較的高い
ように見えるが、それでも残りの世界の人口の「カバーされてい
ない」人々は10億人以上を占めている。もうひとつの注目すべ
き結果は、通常、特定の廃棄物処理に関連する法律が最も多
い地域であるヨーロッパにおいて、医療廃棄物処理に関する専
門法を持つ国がかなり少ないことである。

法律が存在するという事実は、それが広範囲に十分施行されて
いることを必ずしも意味しない。例えば、一般的な法律では、
医療廃棄物を有害廃棄物の構成要素として挙げているが、技
術的には正しくとも、さまざまな有害廃棄物の処理がそれぞれ

に大きく異なるという事実は考慮されないことがよくある。
同様に、法律は多くの理由で施行されない場合があり、無認
可廃棄物セクターは、法律の規制なしに機能することがよく
ある。例えば、インドネシアには廃棄物に関する法律（2008
年）と、医療廃棄物を含む病院の環境衛生基準（2004年）
があるにも関わらず、どちらも実施できていない。さらに国
の法律があったとしても、これは全国的な適用を保証するも
のではない。法令が遵守されるのは、農村部ではインフラ
が不足しているために都市部に限定されることもある。例え
ば、低中所得国の農村部の一般的な廃棄物収集率は、都市
部の約半分である。一方、ヨーロッパの大部分を含む多くの
国で医療廃棄物に関する法律が欠如している可能性がある
としても、これは廃棄物処理に対応していないということで
はない。医療廃棄物処理は、本研究の範囲には含まれてい
なかったガイドライン、戦略、または政策を通じて対処され
ている可能性がある。さらに、ベルギー、ドイツ、スペインな
ど、一部の国には地域及び州の法律があるため、この国内
法のデータベースには含まれていない。既存の法律がどのよ
うに機能するかについて結論を出すことは本調査の範囲外
であるが、分析によると、医療廃棄物処理法の観点からは、
世界的に適用範囲に差があることが示されている。この差
は、COVID-19の流行中と普段の状況の両方で、汚染された
感染性廃棄物の処分について検討することに関連している
可能性がある。

図5：医療廃棄物処理に関する法律が採択された地域ごとの国の割合

一般的な法律がある 全くない
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表14に示すように、既存の国家政策と計画に加えて、本研
究におけるアンケート調査に参加しているほとんどの国で
は、COVID-19パンデミックに対応するための政策、ガイダ
ンス、計画がすぐに公布されている。他の緊急事態と同様に、

COVID-19関連の廃棄物を安全に処分するための十分な人的
及び物的資源を確保すると同時に、COVID-19時代には責任
の所在を明確にすることが不可欠である。

表14：COVID-19廃棄物処理に関連するガイダンス、計画、及び通知

国　 医療施設から発生するCOVID-19廃棄物の処理方法　

アフガニスタン アフガニスタン公衆衛生省は2つの国家計画を発表した：（i）暫定的ステークホルダー参画計画（SEP）、2020
年3月；（ii）環境社会実行計画（ESCP）、2020年3月。

中国 中華人民共和国の生態環境部は以下を公布した：（i）COVID-19によって引き起こされた医療廃棄物の環境
管理に関する通知、2020年1月；（ii）医療機関における包括的廃棄物処理のための作業計画公布に関する通
知、2020年2月；（iii）COVID-19の医療機関における医療廃棄物の管理に関する通知、2020年1月；（iv）
COVID-19によって引き起こされた医療廃棄物の緊急処理と処分に関する管理と技術のガイド、2020年1月。

インド 既存の生物医学的廃棄物処理規定（2016年）に加えて、（i）COVID-19の治療中/診断中/隔離中の患者から発
生する廃棄物への対応、処理、及び処分に関するガイドラインが中央汚染管理委員会（CPCB）から公布された；
（ii）各州の汚染管理委員会は、個々の州のステークホルダーに、より詳細なガイドラインを提供する。

インドネシア COVID-19問題の全体的な調整は、国家防災庁の管轄下にある。しかし、環境森林省（MOEF）は以下を制定
した：（i）COVID-19緊急時の医療施設における医療従事者の取り扱いに関する通知＃S.167	 /	 MENLHK	 /	
PSLB3	 /	 PLB.3	 /	 3/3030;（ii）COVID-19対応で発生した廃棄物は、GR＃101/2014法の下で有害廃棄物
として分類されるとの規定；（iii）COVID-19廃棄物処理のための感染性廃棄物と家庭ごみの処理に関する通
知＃SE.2	/	MENLHK	/	PSLB3	/	PLB.3	/	3/2020;（iv）COVID-19廃棄物を対象とする緊急事態における
医療廃棄物処理に関して、MOEFの廃棄物及び有害廃棄物管理総局からの搬送、処理、処分の民間企業に送付
される特別通知。

日本 環境省（MOEJ）は、COVID-19廃棄物を処理するための医療廃棄物に関する既存のガイドラインとマニュアルを
確認するよう、すべての地方自治体に通知した。

ケニア 保健省は、COVID-19拡大防止における防護具の安全管理と廃棄、及びCOVID-19の暫定的な感染防止と管理
に関する推奨事項を医療現場で公布した。

メキシコ メキシコ政府は、一般廃棄物処理におけるCOVID-19防止のより良い実践のためのガイドラインを公布した。

ネパール 保健・人口省の健康危機防災管理ユニットは、いくつかの暫定ガイダンスを公布した：（i）COVID-19及びそ
の他の医療サービスの拡張に関する暫定ガイダンス、2020年；（ii）COVID-19が疑われる場合の感染予防と
管理のためのNMC（Nepal	 Medical	 Council:ネパール医療評議会）暫定ガイダンス；（iii）医療現場における
COVID-19患者のケアのための暫定臨床ガイダンス；（iv）COVID-19臨床管理ガイドライン；（v）COVID-19用
PPEの使用に関するガイドライン；（vi）COVID-19遺体管理ガイドライン;（vii）救急車の清掃と除染に関する標
準作業手順書（SOP）。

南アフリカ 保健省によって策定されたCOVID-19国家公衆衛生戦略及び実施計画、2020年。南アフリカ・西ケープ州での
COVID-19パンデミックに対する廃棄物処理対応、2020年。

スリランカ 文書番号PL	/	7/1/18/1を通じて公布された、COVID-19の発生により自己隔離下にある世帯及び場所から生じ
る廃棄物の処理に関する暫定ガイドライン。

タイ 以下に対する保健省からのガイドライン：清掃スタッフ;	地方自治体;	廃棄物搬送業者;	及び廃棄物処理施設。

出典：国別調査に基づいて著者が作成，2020
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上記の情報によると、多くの途上国にとっての課題は、政策立
案とガイダンスの策定にあるだけでなく、準備後にそれらを実
施する方法にもある。従って、国家の医療廃棄物処理政策は、
政治的な意思決定を推進することと併せて、計画の実施を成
功させるため、政府の努力と資源を動員することが求められる
（WHO,	2014;	UNEP,	2020）。医療廃棄物処理政策に含め
ることを検討すべき主要な要素には、次のものが含まれる。

•	 国により採択された国際協定や条約、持続可能な開発と環
境、有害廃棄物の安全な処理を考慮した、国のニーズとギャッ
プの特定。	（図6）

•	 廃棄物の分別、収集、貯蔵、取り扱い、処理、処分、さま
ざまな廃棄物カテゴリーの搬送、責任、及びトレーニング
要件などのHCW管理を指定する規制。

•	 現地の管理者とスタッフに直接適用が可能な、実施に関す
る公式の規制を補足する実用的 / 技術的なガイドラインと
マニュアル。

•	 当局、医療従事者、廃棄物労働者が実施すべき行動を説明
する、定期的に更新される割り当てられた役割、リソース、
及び責任。

•	 医療廃棄物処理サービスの継続性を確保するため、緊急時
に使用する緊急時対応計画。	緊急時にはリソースが制限さ
れる可能性があるため、緊急時対応計画には、人員、車両、

感染性廃棄物、廃棄物の蓄積、洗浄、消毒、及び街路清
掃サービスの代替案を含める必要がある。	緊急時対応計画
では、以下の問いに対応する必要がある。
»	対応を導き出すためにどのような基準が使用されるか？
»	政府機関または組織は現在何にどの程度対応できるのか？
»	どのような初期評価の準備が必要か？
»	現況への即時対応としてどのような行動が取られるか？
»	誰がいつ何をするのか？
»	誰が調整し、主導しているか？
»	どのようなリソースが必要か？
»	情報は、さまざまな段階（地方及び全国）でどのように伝
わるか？

»	特定の準備行動が合意され、実行されたか？

さらに、一般廃棄物処理の実施は、パンデミックの下でも継
続して提供されるべき重要なサービスである。日常の一般廃棄
物処理サービスの中断は、さらなる社会的及び公衆衛生問題
を引き起こすが、これは避けなければならない。家庭や公共の
場所から発生するCOVID-19廃棄物は、既存の政策、規制、
戦略、計画に従って処理することが潜在的に可能である。一
部の国では、そのような廃棄物に関する特定の通知とオペレー
ションが策定されている。

Photo by Simon Davis - DFID
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日本では、地方自治体と廃棄物処理業者が、緊急時対応計画
の策定、廃棄物処理業者に必要なPPEの準備、市民や主要
な廃棄物排出者へのアウトリーチやトレーニング活動など、適
切な一般廃棄物処理サービスの継続の重要性を強調している。

出典：WHO	(2014)

国際法及び条約の規制とガイドライン

国内法

国家医療廃棄物処理政策

国家医療廃棄物規制と 
ガイドライン

国家医療廃棄物処理計画

地域の医療廃棄物処理の規制と 
ガイドライン

地域の医療廃棄物処理計画

施設の医療廃棄物処理計画 
（医療施設レベル）

国家レベルの機関

中央政府（省庁）

国内（臨時）タスクフォース

州レベルの機関

州政府（局）
地方（臨時）タスクフォース

市レベルの機関

市政府（局）
地方（臨時）タスクフォース

機関レベル-医療施設

スリランカでは、COVID-19の発生により自己隔離
下にある世帯及び場所から生じる一般廃棄物の暫
定ガイドラインが策定された。（「Annex：ケースス
タディ　スリランカ」を参照）

©UNEP ©iStock

図6：医療廃棄物処理のための規制及び制度的枠組みのヒエラルキー
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2	Interagency	Standing	Committee	(undated)	available	at	https://interagencystandingcommittee.org/system/files/2020-03/COVID-19%20-%20
How%20to%20include%20marginalized%20and%20vulnerable%20people%20in%20risk%20communication%20and%20community%20
engagement.pdf
3	OECD	(2001)	Available	at	https://www.oecd-ilibrary.org/sites/9789264256385-9-en/index.html?itemId=/content/component/9789264256385-
9-en

2.4　廃棄物処理におけるCOVID-19とジェンダー
廃棄物や COVID-19に関する性別で分けたデータはまだほと
んどない。ただし、COVID-19のパンデミックによって女性の
健康リスク、社会的リスク、経済リスク2が高まり、既存のジェ
ンダーの不平等が悪化する可能性があることを示す、根本的な
要因が数多くある。廃棄物処理はジェンダーに中立であるとよ
く見なされるが、ジェンダーの不平等、責任と役割は廃棄物処
理の多くの側面に深く組み込まれている。従って、COVID-19
の状況下では、ジェンダーと廃棄物との関係性を認識する
ことが重要である。UNEP-IETC の出版物である「Gender	
and	waste	nexus:	Experiences	from	Bhutan,	Mongolia	and	
Nepal（ジェンダーと廃棄物のつながり：ブータン、モンゴル、
ネパールでの経験）」（2019）は、GRID-Arendalと共同で執
筆され、従来のジェンダーの役割と責任に基づく廃棄物処理
における分業を強調している。公共セクターと民間セクターの
両方で、男性は都市の管理者や計画者から埋立業者や廃棄物
収集会社の管理者まで、ほとんどの意思決定における上位の
地位を占めている。一方で、女性は廃棄物に関連する家庭やコ
ミュニティの活動に従事していながら、通常、無給または最低
限の補償しかされていない。女性が家庭や地域社会で感染性
廃棄物を安全に処理する方法を学ぶ機会を得ない限り、これ
らの責任はCOVID-19パンデミック中に女性をより高い感染リ
スクにさらす可能性がある。

世界中で、推定2,000万人が生活のために無認可の廃棄物リ
サイクルに依存している3。例えばアジアでは、女性だけでなく
子どもも無認可廃棄物セクターに不可欠であり、廃棄物収集や
リサイクルで生計を立てている。実際、調査によると、ブータ
ン、モンゴル、ネパールでは無認可セクターで働く女性の方が
男性よりも多い傾向がある。そこでは安全設備が限られているか、
全くないこともあり、埋立地でのごみ拾いなど、その多くは報
酬が低いことがわかった。従って、COVID-19パンデミックに
より、感染性廃棄物が処分場に投棄されると、女性はかなり
のリスクにさらされる可能性がある。文化的要因により、女性
は意思決定プロセスから除外され、病気の発生や様々なサー
ビスを利用できる情報へのアクセスが制限される場合がある。
しかし女性が PPEの使用などの予防策を適用する方法につい
て適切な情報を入手できるようにすること、及び健康と安全を
確保するために医療サービスや保険にアクセスできるようにす
ることが重要である。調査によりさらに指摘されるのは、無認
可セクターでは、女性はしばしばごみ拾い、掃除、廃棄物分別

などの低所得の仕事に制限されているのに対し、例えばリサイ
クル可能なものを購入したり再販したりすることで、男性はより
高い権限の地位に就くことが可能だということである。認可さ
れた廃棄物経済全体を通じて、女性は通常、高収入や意思決
定の立場から排除されている。COVID-19のパンデミックが続
く場合、それは廃棄物セクターの女性に深刻な経済的脅威を
もたらす可能性があり、生活におけるジェンダーギャップを増
大させる可能性がある。

本研究はまた、既存の廃棄物処理の方針とガイドラインには性
別の規定がないことを示している。	これは、通常女性が家庭
廃棄物を主に取り扱い、廃棄物セクターに明確なジェンダー分
業が存在するという現実にも関わらず、多くのガイドラインがジェ
ンダーに関連する特定のニーズと問題に対処できていないこと
を意味する。廃棄物セクターでジェンダーを主流化することは、
よりレジリエントかつ持続可能な方法で廃棄物処理を改善する
機会をもたらす可能性がある。例えば、現在、公的なガイダン
スや規制ではほとんど触れられていない「一般世帯」には、廃
棄物処理システムへの廃棄物の流入を減らす大きな可能性があ
る。男性と同様に女性も、平常時に廃棄物の削減、分別、堆
肥化、リサイクル全般を促進するだけでなく、COVID-19パン
デミック時においても家庭レベルで廃棄物を適切に分別するこ
とで安全を確保することに重要な役割を果たすことができる。

•  性別で分けたデータの収集：廃棄物とCOVID-19発生に関
連する性別で分けたデータは、感染性廃棄物への曝露にお
ける性別の違いを理解し、COVID-19パンデミックに対応す
るジェンダー別対応の規制とガイドラインを設計するのに役
立つ。

•  女性の代表：女性が意思決定プロセスに参加することをサポー
トし、廃棄物処理におけるそのような立場の女性を増やすこ
とは、女性が廃棄物処理についての重要な決定を行う機会
を確保するのに役立つ。

•  健康と安全：文化的要因により、女性が意思決定プロセス
から除外され、病気の発生やサービスの利用可能性に関す
る情報へのアクセスが制限される場合がある。従って、医療
廃棄物や感染性廃棄物を取り扱う際にPPEを使用するなど
の予防策を適用する方法、及び健康サービスと保険にアク
セスして健康と安全を確保する方法について、女性が適切な
情報を入手できるようにすることが重要である。
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3.1　COVID-19廃棄物の分別・保管・搬送
発生源における医療廃棄物の適切な分別、保管、搬送は、健
康及び環境への悪影響を防ぐだけでなく、資源効率と資源物
の回収を維持するためにも必要である。さらに、COVID-19廃
棄物については、廃棄物処理プロセスにおけるCOVID-19感
染の潜在的なリスクを軽減するために、適切な予防措置、調
整及び手配を適用した上で、医療廃棄物及び一般廃棄物処理
のための既存のプロトコルが維持されるべきである。医療施設
から排出される医療廃棄物の取り扱いについて、デスクスタディ
とアンケート調査により、以下の重要な知見（表15）が明らか
にされた。

廃棄物の最少化 
3R（リデュース、リユース、リサイクル）の概念に基づく廃棄
物処理ヒエラルキー（図7）によると、より良い医療廃棄物処
理の実践のためには、廃棄物を焼却、埋立てして処分するの
ではなく、可能な限りそれらを回避し、資源物を回収すること
を目指すべきである。最も好ましい方法は、無駄な作業を回避
すること、そもそも廃棄物を出さないことである。有害廃棄物
と他の廃棄物との分別など、廃棄物の発生源での抑制は広く
実践されているが、購買や在庫管理戦略を採用した適切な計画
を立案することで、廃棄物の発生量の削減にもつなげることが
できる。
	

発生源での廃棄物分別
カラーコード化により、廃棄物を取り扱うスタッフは、廃棄物
を正しい容器に入れやすくなり、搬送、保管、処理、及び処
分の際に廃棄物の分別を維持することができる。さらに、カラー
コード化することで、特定の容器に入っている廃棄物がもたら
す潜在的なリスクを視覚的に示すことが可能である。多くの国
では、使用すべき廃棄物の分別区分と廃棄物容器のカラーコー
ド・システムを規定した国内法が制定されている。国の法律が
ない場合は、WHOのスキームが利用可能である（表16）。各
国は、以下に示すように、医療施設から発生するCOVID-19
廃棄物を含む廃棄物の発生源での適切な分別と処理のために、
いくつかの具体的な規制、運用、推奨事項を発表している。
•  廃棄物をできるだけ発生源に近い場所で分別する（近接性の
原理）

•  分別された廃棄物は、識別可能なカラーコード化されたラベ
ルが付いた、防漏性、耐穿孔性に優れた容器または袋に入
れる（特に鋭利器材）

•  廃棄物の適切な分別方法の説明書を容器の近くに配置する
•  二重袋を使用する。廃棄物は専用の袋や容器に入れて密閉し、
2枚目の袋や容器に入れる

施設内での搬送・保管
現場での搬送は、可能な限り繁忙時間帯を避けて行うべきで
ある。スタッフや患者への病原菌の曝露を防ぎ、医療廃棄物を
積載したカートが患者のケア・エリアやその他のクリーン・エリ
アを通過するのを最小限に抑えるために、予め設定されたルー
トを使用すべきである。定期的な搬送ルートと収集時間は固
定され、信頼性が高いものであるべきである。一般廃棄物は、
感染性廃棄物やその他有害廃棄物と同時に、または同じ台車
を使用して収集すべきではない。保管場所は、患者や公衆が
アクセスできる場所から離して設置すべきである。加えて、保
管場所は正しく換気され、害を及ぼし得る害獣が近寄れないよ
うに保持されるべきである。搬送スタッフは、適切な防護具、
手袋、丈夫で閉じた靴、つなぎ、及びマスクを着用しなければ
ならない。

廃棄物処理施設への搬送
オフサイト搬送には、医療廃棄物を各医療施設から廃棄物処
理施設へ公道を使っての搬送を含む。特定されたCOVID-19
医療施設に対しては、定期的あるいはより高い頻度での廃棄
物収集サービスの提供が重要である。可能であれば、医療廃
棄物の搬送には、認可を受けた医療廃棄物専門の取扱業者を
利用すべきである。有害廃棄物が処理のために国境を越えて

3 医療廃棄物処理の現状

図7：廃棄物処理のヒエラルキー

©iStock
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出典：WHO,	2014
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表15：特定の国における既存の医療廃棄物の分別、保管、搬送方法

国 医療施設から発生するCOVID-19廃棄物の処理方法

アフガニスタン •	 一般廃棄物、解剖学上の廃棄物、その他の感染性廃棄物などの医療廃棄物を発生源で分別
•	 鋭利器材（使用済みの使い捨て注射器）は黄色い箱で個別に収集
•	 医療施設での保管場所を指定（各病棟で分別された廃棄物は車輪付き台車で搬送）
•	 オフサイト（現場外または施設外）処理と処分のために適切なラベルを貼付し、安全に梱包された廃棄物として搬送

バングラデシュ •	 別々のカラーコード化されたごみ箱を使用（黒：非有害廃棄物、赤：鋭利器材、黄：感染性 /病原性廃棄物等）
•	 容器を施設内に保管し、基本的に毎日収集し、有蓋車両で個別に処理場に搬送

インド •	 COVID-19隔離病棟では専用の台車と収集箱を使用
•	 COVID-19患者の血液・体液で汚染された廃棄物は、自宅隔離家庭用の黄色い袋に収納し、回収
•	 これらに「COVID-19	廃棄物」のラベルを貼付
•	 容器 / 箱 /台車の（内側と外側の）表面を毎日1％次亜塩素酸ナトリウム溶液で消毒
•	 生物医学的廃棄物と一般廃棄物の収集と一時保管場所へのタイムリーな搬送のために、専任の衛生作業員を別途配置
•	 医療廃棄物を含む袋／容器の追跡のために、GPSとバーコードシステムを搭載した車両を使用し、車両に「バイオハザード」または「細
胞毒性」のラベルを貼付

インドネシア
（一部地方自治体）

•	 分類と識別の手段（記号、ラベル）を特定
•	 COVID-19感染廃棄物専用の箱を指定
•	 袋を閉じる前に内部の殺菌・消毒を実施
•	 回収前に袋を消毒
•	 袋に「危険、開けるな」のラベルを貼付
•	 平日は毎日清掃業者による廃棄物の搬送スケジュールを立案

日本 •	 感染性廃棄物、非感染性廃棄物、及び一般廃棄物を分別
•	 適切な容器で鋭利器材と他の感染性廃棄物を分別
•	 使いやすくて割れにくい容器を用いて密閉
•	 施設内での廃棄物の飛散・流出を防ぐため、指定された台車で搬送
•	 できるだけ短い保存期間を採用
•	 感染性廃棄物と他の廃棄物を分けて保管室にて保管
•	 保管室への入室は、許可を受けた者のみに限定
•	 保管室では感染性廃棄物の袋に明確な表示と通知を記載

ケニア •	 感染性廃棄物は「危険・有害医療廃棄物」と書かれた黄色い容器に密閉
•	 一旦汚染された廃棄物は分別不可
•	 再利用可能器材は、適切な消毒を行った後にのみ再利用可
•	 袋が2/3まで充填されたら袋を結び、消毒して指定場所にて回収
•	 廃棄物はアクセスが制限された特定の場所に保管

マレーシア •	 COVID-19廃棄物は、他の感染性廃棄物と分別不可
•	 いくつかの大規模医療機関には冷蔵室を設置
•	 廃棄物発生量に応じて毎日または週3回回収
•	 搬送は、有害廃棄物の搬送許可を受けた特殊な貨物車両に限定

メキシコ •	 他の感染性廃棄物に関するメキシコ基準 #087に準拠
•	 医療廃棄物の種類に応じて、密閉容器やポリエチレン袋を使用
•	 防水性があり、重金属含有量が100万分の1以下（PPM）で塩素が含まれていないポリエチレン製、最小口径200ゲージの半透明
で赤色の袋または最小口径300ゲージの半透明で黄色の袋を使用

•	 袋の容量の80％まで充填されたら、袋を閉じて一時保管場所に搬送
•	 ユニバーサル・リスク・シンボルと生物学的な説明文を添付
•	 危険な生物感染性廃棄物の一時保管場所を指定
•	 生物感染性有害廃棄物は、患者エリアや医薬品倉庫などから離れ、洪水や動物の侵入の危険性がなく、収集及び搬送のためにア
クセス可能な場所で保管し、それらの危険性を示す標識を設置の上、アクセスは責任者のみに限定

•	 生物感染性有害廃棄物は、収集及び搬送中に圧縮不可
•	 温度を4℃以下に保てる冷却システムと機械化された積み下ろしシステムを備え、クローズドボックスを装着した密閉型の収集運搬車
を使用

•	 生物感染性有害廃棄物の搬送にあたっては、他の種類の都市ごみまたは産業廃棄物と混合不可

ネパール •	 医療施設に廃棄物の保管場所を指定（一部は基準を満たすが、一部は管理されていない）
•	 院内での搬送には特定の台車を使用
•	 医療施設から廃棄物処理サービス事業者（WMSP）の処理施設までの搬送には特定の車両を使用

南アフリカ •	 医療廃棄物の発生量を排出源で最少化
•	 容量の3/4を満たした密閉容器を取り外し、処理と処分のための収集以前に中央保管場所にて保管
•	「COVID-19の可能性あり」の看板を設置した空間を確保
•	 廃棄物の保管にあたっては次の手順に従う：　十分な広さを確保、許可されていない者の立ち入り禁止、出入口のドア、ゲート、ま
たは蓋の外側または隣接した場所に警告標識を設置、出入口のドア、ゲート、または容器の蓋に鍵をかけて安全を確保の上、臭気
を防止

•	 ビニール袋は容量60リットル以上、厚さ80ミクロン以上のものを使用
•	 病原性廃棄物が冷蔵されていない場合、搬送業者が廃棄物発生者の施設内より委託廃棄物を回収してから処理されるまでに72時
間を超えない

タイ 
（チェンライ）

•	 二種類に分別：(i) 尖ったもの、(ii) 尖っていないもの（COVID-19廃棄物は非鋭利なもの）
•	 消毒し二重袋で梱包
•	 特定の保管場所を指定
•	 週1回廃棄物を地域医療施設から地区医療施設に搬送
•	 地区レベルでは温度管理された保管が可能
•	 認可された廃棄物処理サービス事業者（WMSP）による搬送（温度管理された車両が必要）
•	 搬送後48時間以内に処理
•	 次亜塩素酸ナトリウムで車両やごみ箱を毎日消毒

出典：国別調査に基づいて著者が作成，2020



31

搬送される場合は、国内規制及び国際協定を遵守すべきである
（バーゼル条約事務局 ,	1992）。国内規制がない場合、責任
当局は、国連（UN,	2013）やその他関連機関（WHOヨーロッ
パ地域事務所，2013）が公表している危険物の搬送に関する
勧告を参考にすることができる。一部の国では、危険な医療
廃棄物をオフサイトに送る際に、次の情報を含むマニフェスト
または廃棄物追跡書類システムを導入している：(i) 廃棄物の種
類、(ii) 廃棄物の発生源、(iii) 引き取り日、(iv) 行き先、(v) 運

転手の名前、(vi) 容器の数または容量、(vii) 引き取り場所の責
任者から受け取った荷の受領書。

上述したようにアンケートに回答してきたほとんどの国では、
医療施設から発生する医療廃棄物処理につき具体的な取り組
みを行っている。また、表17で示すとおり、家庭や隔離場所か
ら発生したCOVID-19廃棄物の分別・保管・搬送に関する規
制・運用・勧告も適用されている。

表16：WHO推奨の分別回収スキーム

廃棄物の種類 容器の色と表示 容器の種類 収集頻度

感染性廃棄物 黄色でバイオハザードマーク付き（感
染性の高い廃棄物には「感染性が高
い」との表示を追加する必要あり）

容器に入れた防漏性のある丈夫な
ビニール袋（感染性の高い廃棄物
用の袋はオートクレーブ処理が可
能なものに限定）

4分の3が充填された時点、また
は1日1回以上

鋭利な廃棄物 黄色で鋭利器材マークとバイオハザー
ド・シンボル付き

耐穿孔性容器 4分の3のラインまで充填され
た場合

病理廃棄物 黄色でバイオハザード・シンボル付き 丈夫な防漏性のあるビニール袋を
容器に収納

4分の3が充填された時点、また
は1日1回以上

化学・医薬廃棄物 茶色のラベルで適切なハザード・シン
ボル付き

プラスチックまたは硬質容器 オンデマンド（随時依頼に対
応）

放射性廃棄物 放射線シンボルマーク付き 鉛の箱 オンデマンド

一般的医療廃棄物 黒色 ビニール袋を使用後に消毒された
容器内に収納

4分の3が充填された時点、また
は1日1回以上

国 家庭または検疫場所で発生したCOVID-19廃棄物

アフガニスタン •	 廃棄物の発生源での分別は実施せず

ケニア •	 潜在的感染性がある廃棄物と非感染性廃棄物に分別
•	 内容物が2/3にまで充填された際、適切な粘着テープで密封
•	「感染性廃棄物」との表示を貼付し、防漏性のある袋 / 容器に分別して保管

メキシコ •	 生物感染性有害廃棄物のための一時保管場所を指定
•	 蓋とラベルを付けた金属製またはプラスチック製の容器に密閉して生物感染性有害廃棄物を保管
•	 医療廃棄物の種類に応じて一時保管期間を設定

南アフリカ •	 感染疑いのある人が使用した使い捨ての布、ティッシュ、手袋、マスクなどの廃棄物を処理
•	 医療廃棄物エリアを清掃
•	 いくつかの赤いライナー袋に収納済廃棄物を、別の赤いライナー袋に入れて密封
•	 個人の検査結果が判明するまで適切で安全な場所にマークを付けて保管
•	 感染の疑いがある人または患者の部屋に回収まで保管
•	 医療廃棄物を共用廃棄物保管場に放置不可
•	 自治体の回収以前に5日間天日下で別々の袋に入れて保管

インド •	 生物医学的廃棄物の搬送には専用のカート/台車 / 車両を使用
•	 毎回の走行後、1%の次亜塩素酸ナトリウムで車両の除菌を確実に実施

スリランカ •	（Annex：ケーススタディを参照）

表17：いくつかの国における既存の医療廃棄物の保管と搬送方法

出典：WHO,	2017

出典：国別調査に基づいて著者が作成，2020
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4	「特殊廃棄物」とは、居住者の体液で汚染されたフェイスマスク、マスク、手袋、ハンカチ、ティッシュ、生理用ナプキン、オムツ、
その他の廃棄物や汚染の可能性のあるものを指す。

従って、汚染された可能性のあるマスク、手袋、使用済みまた
は期限切れの薬など、家庭から発生する医療廃棄物は、理想
的には感染性廃棄物として扱い、個別に処分し、自治体の専
門家または民間の廃棄物処理業者に回収を依頼すべきである。
その他の考慮事項は、以下のとおり。	

廃棄物の量及び排出フローの変化の把握と資源利用効率を高めるために廃棄物の発生源をマッピング
•	 COVID-19に汚染された可能性のある廃棄物及び医療廃棄物を排出している病院、在宅医療センター、検査室、検疫

所、患者が隔離されている家庭（法的に許可される場合）を含む発生源を地図上に示す。

•	 学校、商業施設、公共の場所など、予防的閉鎖により廃棄物の発生量が減少した場所を地図上に示す。

•	 不法投棄が行われている場所を特定する。

汚染された廃棄物を家庭で分別
•	 理想的には、感染の可能性のある廃棄物はすべて密封袋に入れ、可能であれば二重袋に入れ、資源回収のための廃棄

物ではない要処分の廃棄物として処理する。

•	 汚染された廃棄物を家庭内の他の廃棄物と分別不可の場合は、同家庭から出るすべての廃棄物を二重袋に入れて密封
する必要あり。

•	 必要に応じて、自治体は家庭や地域にごみ袋を配布することを要検討。

最少化とリサイクル
•	 廃棄物量の最少化を図る。

•	 リサイクルの継続性を確保し、家庭でリサイクル可能なものとそうでないものの分別を継続。一般的に、廃棄物の分別
には3つのタイプが推奨されている。(i)混合廃棄物（濡れているものと乾いているものが混合したリサイクル不適切なも
の、例えば、スリランカなどで見られる特殊廃棄物4を含む）、(ii)リサイクル可能物、(iii)有機廃棄物。

梱包・保管
•	 混合廃棄物やリサイクル物は、収集前に分別して保管。

•	 感染の可能性のある物質を含む混合廃棄物や特殊廃棄物は、二重袋に入れる。

•	 自治体や民間の収集サービスによっては、汚染された可能性のある物質を含む廃棄物の収集のために、特定の厚さの
要件を備えた特別な色の袋を提供するところもある。

市町村の廃棄物収集・搬送
•	 廃棄物収集のための人的・財政的資源と施設は、変化する廃棄物の発生源と排出フローのマッピングに応じて再配置

可能である（上記）。

•	 共通の収集ポイントがあり、人口密度が高いコミュニティ、特に無認可居住地では、廃棄物収集の頻度と範囲を増加さ
せることができる。

•	 無認可セクターの回収業者は、危機への対応に全面的に関与すべきである。

•	 特定の容器に入れてCOVID-19感染世帯からの廃棄物回収を通常の事業者以外の第三者に依頼するなど、臨時の措
置の可能性を検討する。

•	 リサイクル物収集頻度の調整は可能である。
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3.2　医療廃棄物の処理・処分方法
医療廃棄物、特にCOVID-19廃棄物は、現地のガイドライ
ンや規制に従って処理する必要があるが、そのほとんどが
熱処理を含んでいる（Damanhuri,	2020;	Manomaivibool,	
2020;	Modak,	2020;	Oelofse,	2020;	Pariatamby,	2020;	

焼却炉：
焼却は、有機物及び可燃性廃棄物を無機物や不燃物に還元
し、廃棄物の体積と重量を大幅に削減する高温乾燥酸化プロ
セスである。高温熱処理プロセスは、約200℃から1,000℃
以上の温度で行われる。この処理プロセスでは、燃焼、熱分
解、ガス化などのプロセスを経て、有機物を化学的・物理的に
分解する。しかし、環境汚染を抑制するために、ストックホル

• 高いエネルギー要件

• 医療廃棄物の燃焼は、主に蒸気、二酸化炭素な
どのガス状の排出物を発生

• 不完全燃焼により窒素酸化物、一連の揮発性物
質（金属、ハロゲン酸）等の毒性物質を生成

• 発がん性物質排出の潜在的可能性

• 粒子状物質と灰として残る固体残留物は有毒物
質として処理が必用

ム条約は、ダイオキシン類とフランの大気への排出量を0.1	ng	
I-TEQ/Nm3（11%	O2）以下、施設から排出される排水につい
ては0.1ng	I-TEQ/l 以下に抑制するために、適切な一次対策と
二次対策を組み合わせた利用可能な最良の技術（BAT）を用
いることを提案している（UNEP,	2007）。

• 廃棄物の体積・重量の大幅削減

• 確実な除染（最低800℃での燃焼）

• 最終処分に必要な後処理なし

表18：焼却オプションを適用した際のメリット・デメリット

出典：WHO,	2014及び UNEP-IETC,	2012に基づいて著者が作成

Wainaina,	2020）。医療廃棄物の処理と破壊のための一般的
な技術のいくつかにつき、選択に際する技術の適切性評価に
関し、メリットとデメリットは以下のとおりである。

メリット： デメリット：

©iStock
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オートクレーブ（高圧蒸気滅菌器）：
オートクレーブは100年以上前から医療機器の滅菌に使用され
てきたが、数年前から感染性廃棄物の処理にも使用されるよう
になった。オートクレーブは、高圧に耐えられるよう設計され

た金属製の容器で、密閉された扉と、蒸気の供給と排出のた
めのパイプやバルブが配置されている。

• 揮発性・半揮発性有機化合物、化学療法
廃棄物、水銀、その他有害化学物質・放
射性廃棄物、大型でかさばる寝具材、大
型動物の死骸、密閉型耐熱容器は処理不
可

• 換気が不十分な場合は、オートクレーブ
周辺の臭気が問題になる可能性

• 分別が不十分な廃棄物は、低レベルのア
ルコール類、フェノール類、ホルムアル
デヒドなどの有機化合物を大気中に放出
する可能性

• オートクレーブで処理された廃棄物は、
物理的外観をそのまま保持

• 廃棄物は最終処分のためにさらに処理が
必要

• 汚れた廃棄物、寝具や衣服、保護具、臨床検
査の廃棄物、再利用可能な器具、鋭利廃棄物、
ガラス製品に適切

• 低熱プロセスでは、高熱プロセスに比べて大
気汚染物質の排出量が大幅に減少

• オートクレーブ及びその他の蒸気処理システ
ムでは、特定の汚染物質の排出制限なし

• 廃棄物は消毒されて危険性がなくなるため、そ
れ以上の処理は不要であり、自治体の埋立地
で処分可能。廃棄物を認識できないようにし
た後破砕している国もあるが、これは法的規
制に依拠

• 実験室用オートクレーブから大型廃棄物処理
施設用の大型オートクレーブまで様々なサイ
ズが存在

表19：オートクレーブを適用した際のメリット・デメリット

メリット： デメリット：

©iStock

出典：WHO,	2014及び UNEP-IETC,	2012に基づいて著者が作成
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マイクロ波処理：
マイクロ波技術は、マイクロ波エネルギーによって発生する
湿性温熱及び蒸気の作用によって処理される蒸気処理を基
にしたプロセスである。廃棄物に含まれる水分は、周波数約

2,450MHz、波長12.24cmのマイクロ波エネルギーで急速に
加熱される。

• 揮発性・半揮発性有機化合物、化学療
法廃棄物、水銀、その他有害化学物質・
放射性廃棄物は、マイクロ波で処理不
可

• マイクロ波ユニットで処理された廃棄
物は、物理的な外観をそのまま保持

• 廃棄物は最終処分のためにさらに処理
が必要

• 体積の減少は極わずかに限られ、重量
の減少なし

• 汚れた廃棄物、寝具や衣服、保護具、臨床検査の
廃棄物、再利用可能な器具、鋭利廃棄物、ガラス
製品に適切

• 完全密閉型のマイクロ波ユニットは、開放的な場
所に設置し、HEPA フィルター（高性能エアフィ
ルター）を使用することで、廃棄物の供給プロセ
スでのエアロゾルの放出を防止

• マイクロ波ユニットのすぐ近くを除いて臭気は多
少軽減可

• 大型の半連続マイクロ波装置では、約250kg/ 時
（年間3,000トン）の処理能力を有す

• 廃棄物は消毒されて危険性がなくなるため、それ
以上の処理は不要であり、自治体の埋立地で処分
可能。廃棄物を認識できないようにした後破砕し
ている国もあるが、これは法的規制に依拠

• 実験室用マイクロ波ユニットから大型廃棄物処理
施設用の大型マイクロ波ユニットまで様々なサイ
ズが存在

表20：マイクロ波を適用した際のメリット・デメリット

メリット： デメリット：

©iStock

出典：WHO,	2014及び UNEP-IETC,	2012に基づいて著者が作成



36

表21：各国のCOVID-19廃棄物の処理・処分状況

廃棄処分
上記のいずれかの処理オプションの後に残った残留廃棄物は、
大部分が陸地で埋立処分される。これは、可能であれば、管
理されたまたは衛生的な埋立地で処分されるべきである。表21
は、各国のステークホルダーが、医療施設、家庭、検疫場所
で発生したCOVID-19廃棄物を含む医療廃棄物を、現在いか
に処理・処分しているかに関し調べたアンケート調査結果をま

とめたものである。国別の情報によると、ほとんどの国では、
医療施設から発生した医療廃棄物の処理に適用可能な技術を
導入する努力がなされていることが伺える。しかし、家庭内で
発生した医療廃棄物の処理には大きな問題がある。これらの
廃棄物の多くは、他の一般廃棄物と一緒に埋立処分場に投棄
されている。

国 （都市） 医療施設で発生するCOVID-19廃棄物 家庭・検疫場所で発生するCOVID-19廃棄物

バングラデシュ •	 焼却炉 •	 該当なし

インド •	 一般的な生物医学的廃棄物の処理施設（CBWTF）
（表22を参照）
•	 CBWTF 施設のない農村部または遠隔地に限り、
深層埋設処分を許可

•	 既存の CBWTF 及び医療廃棄物の自家用焼却炉
の容量を超えて大量の黄色にカラーコード化された
（焼却可能な）COVID-19廃棄物が発生した場合、
既存の処理・貯蔵・処分施設（TSDF）にある有
害廃棄物用の焼却炉または自家用の産業用焼却炉
（州・連邦領内に存在する場合）の使用を許可。そ
のような場合は、廃棄物の処理と供給は別途手配

•	 地方自治体で特定された廃棄物収集業者に委託する
か、一般廃棄物を処理する現地の一般的な方法に準
拠

•	 都市部の地方自治体（ULB）は、検疫所／在宅医療
／廃棄物集積センターから収集、または地域の状況
に応じて戸口収集された生物医学的廃棄物の最終処
分について、CBWTF の運営者に委託し、ULBはこ
の点についてCBWTFと合意

インドネシア
（いくつかの地方
自治体）

•	 主に焼却、発生源での消毒、処分場への搬送、ま
たは野焼き（焼却炉がない場合）、有害廃棄物の埋
立

•	（「Annex：ケーススタディ　インドネシア」を参照）

•	 自宅で直接毎日焼却
•	 自治体職員が回収し、焼却処理のためセメント工場
の焼却炉（パダン）へ搬送

•	（「Annex：ケーススタディ　インドネシア」を参照）

日本 •	 焼却、溶融、オートクレーブ、または乾燥滅菌、消
毒に続きそれぞれ破砕処理後、特定の衛生的な埋
立地で処分

•	 リサイクル可能なものを他の可燃性廃棄物と混合（そ
の後焼却）して処分

•	 発生源で7日間保管後、不燃性廃棄物は排出

ケニア •	 焼却、マイクロ波処理の後、自治体の廃棄物処理
場にマイクロ波処理物と灰を直接投棄処理

•	（「Annex：ケーススタディ　ケニア」を参照）

•	 該当なし

マレーシア •	 主に焼却処分 •	 焼却場からの灰はすべて有害廃棄物処理センターに
搬送後、セメントで固化し、特別埋立地にて処分

メキシコ •	 通常の有害医療廃棄物として処理・処分（オートク
レーブ、焼却炉、マイクロ波など）

•	 焼却または埋立地の緊急セル（処分場等に作られた
廃棄物投棄区画）に封じ込めて毎日土で被覆

ネパール •	 大部分が単純焼却あるいは小規模焼却炉で処理、
または裏庭や自治体の埋立地などに投棄

•	 該当なし

セントルシア •	 蒸気滅菌、オートクレーブ、化学消毒（一部） •	 該当なし

南アフリカ •	 焼却、非燃焼技術（オートクレーブ、コンバーター（乾
燥減量滅菌器）、マイクロ波）

•	 家庭で発生したCOVID-19廃棄物は、一般廃棄物と
して処理

•	 検疫施設で発生した廃棄物は、医療廃棄物として処
理、大部分が焼却または非燃焼処理施設で処理

スリランカ •	 焼却炉 •	（「Annex：ケーススタディ　スリランカ」を参照）

タイ（チェンライ） •	 焼却炉、オートクレーブ、廃棄物処理サービス事業
者（WMSP）、衛生的な埋立地

•	 該当なし

出典：国別調査に基づいて著者が作成，2020
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さまざまな処理技術の中で、焼却処理は、自治体または民
間事業者によって広く利用されている処理方法である。アン
ケート調査では、選定した国において現在設置・稼働して
いる焼却炉の数を推計し、表22にまとめた。

表22：各国におけるHCWM用焼却炉の数

出典：国別調査に基づいて著者が作成，2020

出典：Damanhuri,	2020

•	 途上国では、医療廃棄物の処理及び処分の選択肢が限ら
れており、このため、COVID-19下で発生した医療廃棄
物の処理が困難になっている。例えば、インドネシアに

おけるCOVID-19以前の通常時の既存の医療廃棄物の処
理能力は、オンサイト施設及びオフサイト施設の総量が、
医療廃棄物の発生量よりも少ない（Damanhuri,	2020）。

ニーズ
医療廃棄物発生量	295トン/日

処理能力
利用可能な処理オプション（オンサ
イト及びオフサイト）	241トン/日

ギャップ
処理能力のギャップ	
54トン/日

アンケート調査の結果、以下のような重要な課題が明らかになった。

国 焼却炉の数

バングラデシュ 5基の焼却炉が設置されており、そのうち3基が稼働

インド 225基の焼却炉が設置

インドネシア COVID-19患者を扱う646の病院のうち、20の病院は独自で許認可を受けた焼却炉を有し、一般の病院には
計110基の焼却炉があり、主に都市部に位置。そのうち、9基の焼却炉はほとんどが損傷しており、バンカ・ビリ
トゥン州では1基のみ許可。加えて2基が、パンカルピナン（バンカ・ビリトゥン州の州都）にあるものの、環境
森林省より未だ不許可

ケニア 大規模な医療施設に設置されたディーゼル運転の焼却炉10基

マレーシア 有害廃棄物用の焼却炉12基

メキシコ 焼却炉19基が設置済みで、117,519トン/年の廃棄物処理が可能

セントルシア 20台の小規模熱分解装置を購入済みであるが、設置・試運転には至らず

南アフリカ 焼却炉9基

タイ 国内で感染性廃棄物の焼却炉15基を設置	
62の病院で独自に焼却炉を設置・運営	
チェンライのメーファールアン大学に焼却炉1基

©iStock

図8：インドネシアにおける医療廃棄物処理施設の能力評価
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•	 医療廃棄物の処理・処分施設は、各国内で均等に分布し
ていない。大部分の処理施設は一般的に都市部に位置し、
都市周辺部や農村部は処理の選択肢がない。例えば、表
23はインドネシアにおける医療廃棄物処理施設の分布を
示している。このデータによると、処理施設のほとんど
がジャワ地域に位置していることがわかる（85％）。特
に東部は、医療廃棄物の処理オプションへのアクセスが
欠如している（Damanhuri,	2020）。状況はインドでも同
様で、アルナーチャル・プラデシュ州、アンダマン・ニ
コバル諸島連邦直轄領、ゴア州、ラクシャドウィープ連
邦直轄領、ミゾラム州、ナガランド州、シッキム州など
では、生物医学的廃棄物の処理・処分のための CBWTF
が存在しない5。

5	インドの生物医学的廃棄物処理規定（2016年）によると、「生物医学的廃棄物処理・処分施設」とは、生物医学的廃棄物の処理、処分、またはそのよ
うな処理・処分に付随するプロセスが行われる施設を意味し、一般的な生物医学的廃棄物処理施設を含む。

出典：Sinta	Saptarina	Soemiarno,	ウェビナー ,	2020年4月28日 ,	https://youtu.be/ULfmAnbcxGc

地域 西インドネシア 中央インドネシア 東インドネシア 合計 
（トン／日）

スマトラ ジャワ バリ-ヌサ・トゥ
ンガラ

カリマンタン スラウェシ マルク-パプア

オンサイト施設 8.58 41.72 2.40 8.00 9.51 0 70.21

オフサイト施設（民間） 5.40 225.48 0 10.80 2.40 0 244.08

合計 13.58 267.20 2.40 18.80 11.91 0 314.29

©iStock

•	 もうひとつの共通課題は、知識・能力の不足や財政難から、
既存の処理及び処分施設の設計、整備、管理が適切になさ
れていないことが多いことである。ストックホルム条約
の指針によると、医療廃棄物が利用可能な最善の技術や
最善の環境対策によって焼却されない場合、PCDD（ポ
リ塩化ジベンゾジオキシン）や PCDF（ポリ塩化ジベン
ゾフラン）が比較的に高濃度で排出される可能性がある

（ストックホルム条約事務局 ,	2006）。また、本指針には、
途上国の小規模な医療用焼却炉の多くが、その立地、運
転、維持、管理に大きな問題を抱えているという調査結
果（Batterman,	2004）も含まれている。これらの懸念
に加え、BAT 基準を満たすための最近の焼却方法は、非
常にコスト高のため、WHOは以下のような暫定的な処理・
処分システムを推奨している（WHO,	2017）。

表23：医療廃棄物の処理能力格差
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	» 単室式（シングルチャンバー）焼却炉、ドラム式焼却炉、
レンガ式焼却炉などの小型の医療廃棄物焼却炉は、より
高度な技術を導入し維持するためのリソースがない場合
に、公衆衛生の確保の必要性を満たすために作られた。
これは、管理されていない投棄が唯一の選択肢である場合、
緊急の公衆衛生保護の必要性が優先され、環境への影響
やよく制御されていない燃焼による他の長期的または意
図しない健康への悪影響は後回しにされるという妥協を
内包している。

	» このような状況は多くの途上国に存在し、小規模焼却
は当面の要求に対する過渡的な対応となり得る（WHO,	
2014）。ダイオキシン類やフランの発生を防ぐために、
PVCプラスチックやその他の塩素系廃棄物の焼却は可能
な限り回避すべきである。

	» 医療廃棄物をピット（廃棄物埋設・消却用の臨時の穴）
で焼却することはあまり好ましくないが、それが真に緊
急時の唯一現実的な選択肢である場合、あるいは他に解
決策がない場合の暫定的な解決策として選択された際に
は、閉ざされた場所で実施されるべきである。廃棄物は
掘ったピットの中で焼却し、その後、土の層で被覆され
るべきである（WHO,	2014）。

	» 衛生的な埋立地が利用できないか、またはアクセスが困
難である場合には、現場での埋立てによる一時的な処分
が許可される場合もあるが、国や地方自治体は、その地
域の廃棄物の安全な処分には、必要に応じて既存の埋立
地の改良、あるいは衛生的な埋立地を建設する必要があ
る。パンデミックが続く間、感染性廃棄物は、別のセル
（処分場等に作られた廃棄物投棄区画）に投棄し、現場で
利用可能な材料で覆い、アクセスを制限するべきである
（ISWAのビデオガイダンス「埋立地での医療廃棄物の処
分方法」https://youtu.be/y1FAb6I9vn4　を参照）。
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3.4　能力開発と意識向上
COVID-19の流行・パンデミック時に最も重要な視点は「継
続性」であり、医療施設や家庭、検疫場所から発生する廃
棄物量が激増したとしても、廃棄物処理の流れのいずれの
場面でも COVID-19感染のリスク軽減を考慮して処理す
ることが重要である。日本政府が地方自治体に通知したよ
うに、COVID-19廃棄物は災害対応時に近い形で対処でき
る（2020年6月25日の UNEP ウェビナー：https://www.
unenvironment.org/events/conference/online-dialogue-
integrated-waste-management-during-covid-19）。かかる背
景から、緊急時対応におけるCOVID-19廃棄物処理のための
能力開発及び意識向上は、緊急時対応計画の策定、加えて医
療廃棄物処理と一般廃棄物処理のさらなる改善のための準備
かつ「より良い復興」（BBB）を含め、国や地方自治体、医療・
検査施設、民間セクター、無認可セクター、コミュニティな
ど、すべてのステークホルダーのために強化されるべきであ
る。そのためには、以下のようなトレーニングと能力開発の
アクションが可能である。

•	 廃棄物の潜在的な危険性、予防接種の目的、安全な廃棄
物取り扱い手順、曝露と負傷の報告、PPEの使用、衛生
習慣、医療施設の勤務者のためのトレーニングと教育プ
ログラムを導入する。

•	 搬送スタッフのトレーニング・教育は、関連する法規制、

3.3　労働上の安全と衛生
COVID-19パンデミックの間、医療廃棄物の取扱者が最も高
いリスクにさらされている。廃棄物取扱者は、特に耐穿孔性
のある容器に密閉されていない鋭利器材などの危険物からの
感染や怪我のリスクにさらされている。汚染された鋭利器材
の針刺し損傷による二次感染のリスクは、感染の量と感染源
となる患者からの感染の性質による。そのため、多くの国で
は、国内基準や国際基準に基づき、OSHの実践に関する厳
しいガイダンスが導入されている。以下の点は、デスクスタ
ディとアンケート調査の結果から抽出した情報の一部である。

•	 医療廃棄物処理作業者に必要なマスク（3層マスク、
N95マスク、サージカルマスク）、手袋（厚手の手袋）、
ゴム長靴、使い捨ての作業着・防護服、ゴーグル、フェ
イスシールド、ヘアカバー・キャップなどの個人防護具
を提供し、使用方法について指導・トレーニングを実施。

•	 収集車への手指消毒剤・洗浄剤の携帯、廃棄物収集前後
の手洗い・洗浄、消毒（廃棄物容器・廃棄物袋、廃棄物
収集車）などの優れた衛生管理と安全対策について、医
療従事者に情報を提供し、トレーニングを実施。

廃棄物の分類とリスク、危険廃棄物の安全な取り扱い、
ラベリングと関連文書、緊急時の流出対応手順を含む危
険廃棄物のリスクと取り扱いに関する知識に焦点を当てる。

•	 さらに、医療廃棄物を主たる処理・処分場に搬送する運
転手や廃棄物取扱者に、有害な廃棄物を積載したトラッ
クを運転することの危険性及び取り扱いについての情報
を提供することに焦点を当てたトレーニングや教育も必
要である。かつ、有害な廃棄物を搬送できることを示す
検証を行うことも望ましい。

•	 COVID-19パンデミック時には、安全な医療廃棄物処理
に関するトレーニングに加えて、認可・無認可セクター
両方の医療廃棄物従事者のための安全で健康的な労働環
境につき、啓発が必要である。例えば：

	» 以下のような予防策が必要である。(i)	病気の従業員は、
家に留まり、くしゃみと咳の適切なエチケット及び適
切な手指消毒を実践;	(ii)	職場の定期的な環境清掃;	(iii)	
健康な従業員は、家族の誰かが罹患した場合には上司
に連絡 ;	(iv) 従業員の	COVID-19	感染が確認された場
合には、雇用者は、ウイルスの曝露の可能性があるこ
とを他の従業員に通知。

	» すべての従業員は、ウイルスへの曝露のリスク、曝露
に関連する危険性及び曝露ならびに感染の可能性を防

出典：	Lia	G.	Partakusuma,	ウェビナー ,	2020年4月28日	

図9：インドネシアにおけるPPEの利用例

https://www.unenvironment.org/events/conference/online-dialogue-integrated-waste-management-during-covid-19
https://www.unenvironment.org/events/conference/online-dialogue-integrated-waste-management-during-covid-19
https://www.unenvironment.org/events/conference/online-dialogue-integrated-waste-management-during-covid-19
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止または低減するための適切な職場環境のプロトコル
についてトレーニングを受けなければならない。

	» 人と人との接触を減らし、職場における従業員間の距
離を確保するための戦略を講じる必要があり、勤務シ
フトの見直し検討も必要である。

	» 地元の廃棄物収集業者（ウェイストピッカー）組合と
調整して、PPE（ガウン、手袋、マスク等）、衛生キッ
ト、食料品の購入について協議を行い、無認可廃棄物
業者の生計喪失を支援することも考慮しなければなら
ない。

•	 医療従事者や市民への意識向上及びコミュニケーションも
求められる。

	» COVID-19患者の治療・診断・検疫時に発生する廃棄
物の取り扱い・処理・処分に関する追加ガイドライン
を作成（広報活動）。

	» 衛生管理の実践及び廃棄物の安全な取り扱いに関する
メディア情報を構築（ホームページ、広報など）。

	» 一般廃棄物処理システムにおける新しい収集スケ
ジュールやその他の関連する変更については、ラジオ、
新聞、その他認知されたメディア媒体を通じて伝達し
なければならない。

	» 市民は、市町村が決定したガイドラインに従って廃棄
物を処理しなければならない。

	» 廃棄物は指定された場所にのみ廃棄され、管理されて
いないごみ捨て場の形成を回避し、緊急対応チームが
市の衛生状態を効果的に維持できるようにしなければ
ならない。

	» 処分場で働く廃棄物収集業者への PPE の配布だけで
なく、入場制限や意識向上についても考慮すべきであ
る。

	» ステークホルダー間の連携、サービスの質の向上、対
応計画の改善のため、廃棄物の安全収集と処理に関す
る戦略及びガイドラインにつき、ステークホルダーと
協議すべきである。

•	 地域社会におけるすべてのステークホルダーを巻き込む。

	» 廃棄物処理は必須のサービスと認識される必要がある。

	» 廃棄物の安全な収集、処理、処分を確実にするための
調整作業における役割と責任を特定するため、廃棄物
処理に関わる認可・無認可両方のステークホルダーを
関与させて協議を行う。

	» 低所得者居住地域での収集サービスを維持・拡大する
ため、無認可作業員と調整し、この機会を利用して無
認可セクターとのネットワークを強化する。

	» スタッフの不足について説明し、収集・処理に関わる
関係者も役割分担に含める必要がある。

ごみの捨て方

①ごみ箱にごみ袋をかぶせま
す。いっぱいになる前に早め
に②のとおりごみ袋をしばっ
て封をしましょう。

②マスク等のごみに直接触
れることがないようしっか
りしばります。

� 万一、ごみが袋の外に触
れた場合は、二重にごみ袋
に入れてください。

③ごみを捨てた後は石鹸を
使って、流水で手をよく洗
いましょう。

新型コロナウイルスなどの感染症に感染した方やその疑いのある方な

どがご家庭にいらっしゃる場合、鼻水等が付着したマスクやティッ

シュ等のごみを捨てる際は、以下の『ごみの捨て方』に沿って、

「ごみに直接触れない」「ごみ袋はしっかりしばって封をする」そして

「ごみを捨てた後は手を洗う」ことを心がけましょう。

• 『ごみの捨て方』に沿っていただくことにより、ご家族だけでなく、
皆様が出したごみを扱う市町村の職員や廃棄物処理業者の方にとって
も、新型コロナウィルスやインフルエンザウイルスなどの感染症対策
として有効です。

• ごみを捨てる際は自治体のルールに従うとともに、ポイ捨ては絶対に
やめましょう。使用済みのマスク等のごみを捨てる際にも、『ごみの
捨て方』を参考に、「ごみに直接触れない」「ごみ袋はしっかりし
ばって封をする」そして「ごみを捨てた後は手を洗う」ことに注意し
ましょう。

新型コロナウイルスなどの感染症対策としての
ご家庭でのマスク等の捨て方

環境省公式HP

出典：環境森林省（インドネシア）,	2020	及び	環境省（日本）,	2020

インドネシア 日本

図10：インドネシアと日本での啓発資料
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4.1　政策、規制及び制度の枠組
•	 安全な HCWMに関する国際的な規制とガイドラインは

すでに存在しており、ほとんどの国で広く参照され、か
つ準拠されている。このことは、COVID-19パンデミッ
ク時の医療廃棄物処理、特に医療施設（既存あるいは追
加的に最近建設された緊急医療施設であれ）から発生す
る廃棄物を処理するための良い基盤を提供している。

•	 特に汚染されている可能性のある廃棄物（マスク、ティッ
シュ、使い捨て衣服など）の増加により、家庭や公共の
場などの非医療施設から発生した医療廃棄物に関して、
追加の規制とガイドラインが必要である。

•	 COVID-19パンデミックのような緊急時には、しっかり
とした制度的取り決めが必要である。医療施設からだけ
でなく、家庭や公共の場所からも発生するCOVID-19廃
棄物の収集には、明確な役割と責任が割り当てなければ
ならない。

•	 緊急対応に際してのCOVID-19廃棄物処理は、緊急時対
応計画の策定及び HCWMと MSWMのさらなる改善の
ための準備とより良い復興（BBB）を含んで、既存の政
策及び規制の枠組のレビューと執行を通じて強化されな
ければならない。

4.2　感染性廃棄物の安全な取り扱い
COVID-19パンデミック時に発生する「特殊廃棄物」の出現
を予測することは重要であるが、さまざまな材料上でのウイ
ルスの生存率（プラスチックでは最大72時間、ステンレス
鋼では最大48時間、	ボール紙では最大24時間、及び銅では4
時間）などの科学的知見6については、既存の廃棄物処理方
法の修正のために注意が払われなければならず、従って、廃
棄物の適切な処理は次のように実施できる。

•	 汚染されている可能性のある物質の適切な分別、梱包、
そして保管（二重袋）

•	 優先度（有機性廃棄物、感染性廃棄物など）に基づいた
収集頻度の調整及びリサイクル可能なものの収集を削減
する可能性

•	 医療廃棄物を取り扱う際の PPE の適切な使用及び手指
衛生や、廃棄物関連作業員の健康及び安全を確保するた
めのその他の予防策

•	 正規の自治体職員を含むすべての廃棄物関連作業員に
PPEの使用を遵守するよう奨励

•	 加えて、例えば感染拡大、社会保障措置、OSH、保険な
どのリスクを軽減することによる廃棄物処理の継続性な
ど、持続可能性の観点から、特に非正規部門（平時の廃
棄物処理に重要な役割を果たす）に特別な注意を払うべ
きである。

4 結論と教訓

本結論のセクションでは、得られた主な教訓が6つのテーマ領域（i）政策、規制及び制度の枠組、（ii）感染
性廃棄物の安全な取り扱い、（iii）適切な処理及び処分の方法、（iv）能力開発と意識向上、及び（v）データ
管理、統計と学習、加えて（vi）COVID-19パンデミック時の感染性廃棄物を管理するための一般的原則及
びガイダンス、について要約されている。政策立案者と実務家の双方が、国及び地方レベルで、COVID-19の
流行時及びその後において持続可能な医療廃棄物処理システムを確立するため、これらの優先分野を考慮
することが求められる。

6	SARS-CoV-1と比較したSARS-CoV-2のエアロゾルと表面安定性．2020年4月，NEJM	(https://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMc2004973)

©UNEP
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4.3　適切な処理及び処分の方法
処理オプションの適切な選択は、状況に応じて異なり、国内
及び国際的な規制、環境及び労働上の安全、廃棄物のプロ
ファイル（特性と量）、技術の能力と要件、コスト、運用及び
保守の要件に限定されず、多くの側面を考慮する必要がある。
図11は、医療廃棄物処理に適用できるいくつかの技術を示し
ている（WHO,	2019）。最も好ましいオプションは、バーゼル
条約やストックホルム条約などの国際条約に準拠した技術であ
る。（UNEP,	2007）。非焼却廃棄物処理オプションについて
は、可能な場合はいつでも適用することが推奨されているものの、
WHOはすべてのステークホルダーにストックホルム条約に準
拠し、健康の保護及び環境への有害性を減少させるため、安
全な医療廃棄物処理に向けて徐々に改善を図るよう努めること
を要請している（WHO,	2007）。

実際、途上国では多くの自治体あるいは医療施設で医療廃棄
物を処分前に処理するための最適な技術を欠いている場合が
多く、また埋立地を使用することは公衆衛生を保護するための
現実的なオプションではあるが、埋立地は、通常、野焼きが行
われているオープンなごみ捨て場であり、かつ無認可の組織を
関与させる運営及び管理は存在しない。このような状況では、
排ガス処理のない単室式焼却炉や重力置換式オートクレーブな
どの一時的あるいは暫定的な処理方法を少なくとも適用するこ
とが推奨される。このような技術は、国際条約下では要件を
満たしていないことから適切な技術とは見なされてはいないが、
暫定的な解決策としては推奨できる。COVID-19パンデミック
のような緊急事態においては、リソースが限られており、かつ
緊急事態を考慮する途上国は、以下のようなWHOガイドライ
ンに従って、暫定処理オプションを適用することが可能である。

•	 医療廃棄物のためにオープンな投棄場を使用しない（WHO
ガイドライン第8章）

	» 医療廃棄物は、管理されていない廃棄したごみの上あ
るいは周囲に堆積させるべきではない。感染性病原体
または危険物と接触するごみ拾いや動物などの人々に
対するリスクは明白であり、直接接触、外傷、吸入あ
るいは摂取、ならびに食物連鎖あるいは病原性宿主種
を介した間接的接触などは、続いて起こる感染拡大の
さらなるリスクがある。

•	 処理及び処分への最低限の処置（WHO ガイドライン第8
章）

	» 少なくとも、処理される必要のある廃棄物の量を最小
限に抑制するための分別やその他の方法を実施する。

	» 少なくとも必要最低限の消毒レベル、安全な処分を満
たす処理。鋭利な廃棄物を除いて、処理済み廃棄物は
通常の一般廃棄物と共に処分できる。

	» 処理方法がないという極端な状況下では、小規模な医
療施設からの危険な医療廃棄物は、公共のアクセスが
制限され、かつ埋設場所が適切に構築されているとい

う前提の基に、その施設の敷地内で埋設することも可
能である。

	» 安全に埋めるためのピットのデザインを使用するべき
である。より大きな医療施設では、特別に掘ったセル
あるいはピット、毎日の土による被覆、かつ制限され
たアクセスを確保するべく、地元の埋立地と調整を行
うべきである。

•	 一般廃棄物処理のために管理された方法で運営されてい
る埋立地がすでに存在するのであれば、それを使用する

（WHO ガイドライン第8章）。地方自治体の埋立地が利用
可能な場合、次の2つの方法で医療廃棄物を安全に処分す
ることができる。

	» 廃棄物が投棄されている現在作業中の層の底面の直ぐ
前にある、安定化した一般廃棄物（できれば3カ月以
上）の中に掘削された浅い窪みに投棄された医療廃棄
物は、その日新しく運ばれた一般廃棄物の層で覆われ
る（できれば厚さ約2	mの一般廃棄物の層を形成する）。
この部分でのごみ拾いは禁止されなければならない。
同じ方法は、危険な産業廃棄物にもよく使用されるが、
その具体的な目的は、動物やごみ拾いの人が、一旦処
分した廃棄物を掘り返すことを防ぐことにある。

	» 安定化した一般廃棄物（つまり、少なくとも3カ月前
の廃棄物）に掘られたより深い（1〜2	m）ピット。
そのピットは、先ほど取り除かれた安定化した一般

国際条約に
準拠した技術

低熱基準及び
化学基準プロセス

排ガス処理を伴う
二室式焼却

排ガス処理を伴わない
二室式焼却

排ガス処理を伴わない
単室式焼却

重力置換式
オートクレーブ

ピットでの焼却

野焼き

暫定的な処理技術

制御されていない
廃棄物焼却

図11：医療廃棄物処理技術の段階

出典：WHO,	2019
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廃棄物で埋め戻され、さらに中間の土壌カバー（約
30	cm）あるいは表土カバー（最大1	m）が施される。
埋立地のこの部分でのごみ拾いは禁止されなければな
らない。

•	 病院敷地内での安全な埋立（WHO ガイドライン第8章）

	» HCWMへの最低限の処置は、遠隔医療施設や未開発
地域での利用を前提としたものである。加えて、一時
的な避難民の野営地や極端な困難に直面している場所
でも、最低限の処置が必要になる場合があるであろう。
結果として、病院構内で安全に廃棄物を埋設すること
は、その時点で適用できる唯一の実行可能なオプショ
ンとなる場合がありえる。これらの困難な状況下であっ
たとしても、病院管理者側は次の基本原則を保持する。

	- 埋立地へのアクセスは、許可された要員のみに制限
すべきである。

	- 浅い地下水や近くの井戸の汚染を防ぐために、埋立
地の周りには、可能であれば粘土、動物の糞、河川
シルトなどの浸透性の低い材料を敷くべきである。

	- 新しい井戸は、埋立用のピットの近くに掘ってはな
らない。

	- 感染性の医療廃棄物のみを埋めるべきである（病院
の一般廃棄物も構内に埋めた場合、利用可能なスペー
スはすぐに埋まってしまう）。

	- 多量（1	kg より多い）の化学廃棄物を一度に埋めて
はならない。但し、時折少量を埋める場合には、好

ましくない汚染を発生させる可能性は低い。

	- 埋立地は、廃棄物の各層を土の層で覆い、臭気や分
解しつつある廃棄物との接触を防ぎ、そしてげっ歯
類や昆虫の侵入を防ぐために、ごみ投棄場として管
理する必要がある。	

	- 埋めるためのピットのデザインと使用方法を以下に
示す。

	- 一旦ピットが掘られたら、滅多にない状況下で安全
に廃棄物を埋設することは、慎重さが必要な作業方
法に従って作業するスタッフに極めて大きくかかっ
ている。この点は重要であり、地元の医療管理者は、
組織化された廃棄物処理システムを適切に機能させ
る責任を自覚しなければならない。

•	 処理及び処分の緊急時対応として、WHO は次のオプショ
ンも提案している（WHO ガイドライン第14章）

	» オンサイト（現場の）ピットでの埋設　「幅1〜2	m、
深さ2〜3	mのピットを掘る。ピットの底は地下水か
ら少なくとも2	m上にある必要がある。このピットの
底を粘土または浸透性の低い材料で覆う。ピットの淵
の周りに盛土を施し、水が入らないようにする。不正
侵入を防止するため、同エリアの周囲にフェンスを構
築する。ピットの内側に、10	cm の土で覆われた層
と廃棄物の層を交互に作る（土で層を形成することが
できない場合は、廃棄物の層と石灰の層を交互に作る）。
ピットが地表面から約50	cm 以内にある場合は、廃
棄物を土で覆い、金網の入ったセメントで永久に密閉
する。」

図12：病院敷地内での埋立オプション

出典：COSsen	Zuid-Holland	(2006)
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•	 セメントキルン（バーゼル条約27、ADB26、中国、イン
ドネシア）一部のセメントキルンや工業用炉は、一時的な処
理施設として利用できる。中国政府はこの目的のためにセメ
ントキルンを利用しており、インドネシア政府は処理能力
のギャップを埋めるためにこのオプションを検討している

（「Annex：ケーススタディ　インドネシア」参照）。バーゼ
ル条約の技術ガイドライン27は、以下を規定している。

	» 資源集約型産業におけるコプロセッシングには、エネ
ルギーと資源の回収を目的とした製造プロセスでの廃
棄物の使用が含まれ、代替により従来の燃料と原材料
の使用が削減される。特に、セメントキルンでの有害
廃棄物のコプロセッシングにより、セメントの製造中
に廃棄物からエネルギーとミネラルを回収できる。

	» コプロセッシングは、製品のライフサイクル全体で
の環境負荷を低減する上で、産業の潜在的な役割に
焦点を当てた、産業エコロジーの原則に基づく持続
可能な開発コンセプトである（Mutz	et	al.,	2007;	
Karstensen,	2009a）。産業エコロジーの最も重要な
目標のひとつは、ある産業の廃棄物を別の産業の原料
にすることである（OECD,	2000）。セメント業界に
おける、廃棄物を燃料や原料として使用することは実
用的で、前向きな発想の事例である。

　	有害廃棄物の内「感染性医療廃棄物」は、健康及び安全性
の懸念から、セメントキルンでコプロセッシングされない
ものとして分類されているが、ガイドラインには、次の追
加事項がある。

	» 医療廃棄物処理、特に発生源での分別を管理する規制
（またはその強制）が欠如しているため、一部の施設
では健康と安全性の懸念に基づきこのタイプの廃棄物
を受け入れられなくなる可能性があるが、セメントキ
ルンのプロセス条件は、感染性廃棄物を処分するのに
適している。労働安全衛生法で許可されている国々で
は、このような廃棄物はセメントキルンでコプロセッ
シングされる場合があり得る。

出典：WHO

	» 埋立地の特別に掘削されたセルに埋設（病気の発生し
た地域に埋立地があれば）「廃棄物を収容するセルは、
埋立地で廃棄物を埋設するときに使用できる。このセ
ルは少なくとも長さ10	m、幅3	m、深さ1〜2	mでな
ければならない。セルの底部は地下水から少なくとも
2	m上にある必要がある。セルの底は、土壌または浸
透性の低い材料で覆われていなければならない。人や
動物によるアクセスを防ぐために、セル内の廃棄物は
直ちに10	cm の土で覆う（感染病の突発時には、土
で覆う前に廃棄物に石灰を撒いておくことが好まし
い）。医療廃棄物は、生物汚染廃棄物への公衆の曝露
を最小限に抑える安全な方法で搬送されることが強く
推奨される。」

出典：WHO

図15：二室式焼却炉

出典：WHO

	» 低コストの二室式（ダブルチャンバー）焼却炉　「二
室式焼却炉は、病原菌を殺し、かつ排出ガスの粒子の
一部を分解する第二室での約800℃の温度と滞留時間
1秒を超える条件を達成できる可能性がある。焼却炉
は、建物から適度に離れた場所に建設する必要がある。
そのような焼却炉は、感染性廃棄物を投入する前に、
紙、木材、または乾燥した無毒の廃棄物（可能な場合
には少量の灯油を加えても良い）で加熱する必要があ
る。」

図13：オンサイトピットでの埋設

図14：埋立地の特別に掘削されたセルに埋設
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表24：COVID-19パンデミック下での一般的な廃棄物処理原則及びガイダンスに関する知見

	» オープンな場所での焼却（WHO）　医療廃棄物（感染
性廃棄物）を燃やすことはあまり望ましくないが、そ
れが緊急事態で真に唯一の現実的な選択肢である場合
は、限られた場所（ピットの中での燃焼）で実施し、
その後土の層で被覆しなければならない。

	» 一時的保管（ADB）　一時的な対策として、中期的に
追加の緊急の手立てが利用可能になることを見越して、
安全な施設を一時的な保管場所として使用できる。

4.4　能力開発と意識向上
•	 医療施設の大部分の勤務者は、医療廃棄物を取り扱うト

レーニングを受けているが、家庭、ごみ拾いを含む非正
規部門、ボランティア及び臨時職員を雇う緊急医療施設
のために、追加的な能力強化と意識向上が急務である。

•	 ボランティアの能力強化、加えてラジオでの公共放送に
よるアナウンスメント、そしてテレビ /ウェブサイトに
おける頻繁なディスプレイなどのようなユーザーに分か
り易い情報素材を活用して、医療廃棄物の安全な取り扱
いに関する一般の意識を高めることができる。

4.5　データ管理、統計、及び学習
•	 データは計画と政策策定に際して重要な要素であるが、

特に早急な対応のためにリソースが割り当てられている
緊急時には、これを入手することはしばしば非常に困難
である。データを収集するために学術機関と協力するこ
とも選択肢のひとつであり、それにより、良質かつ有効
なデータを入手することがより確実になる。

•	 ステークホルダー間の定期的な協議は良い試みであり、
医療廃棄物処理の継続的改善への教訓と同様に、見解、
データ及び情報を交換するために必要であり、かつ緊急
時に即座に行動をとることを可能にする。

4.6　COVID-19パンデミック時の感染性廃棄物を
管理するための一般的原則とガイダンス
デスクスタディ及びアンケートの回答は、どれだけの国と国際
開発機関が、COVID-19パンデミック時に、医療廃棄物を処
理するための一般的原則や特定のガイドラインを発出したかを
明らかにした。

• 処理サービスの継続が優先されるべきである。

• 緊急時対応計画には、十分な人員・設備の確保な
らびに地方自治体・民間企業・無認可セクターの
就労者のリスク削減が含まれるべきである。

• 一般廃棄物処理に従事する人々（認可、無認可）、
そして廃棄物処理サービスを享受する人々のリス
クを軽減するためには、COVID-19に関連する一般
廃棄物処理に特別に注意を払う必要がある。

• 廃棄物処理業務において必要な暫定的変更を適宜
行う。

• COVID-19陽性者または感染が疑われる居住者から
の家庭廃棄物は通常の収集とは別に収集する。

• 分別とリサイクルのプロトコルを適宜整合させる。

• 廃棄物処理サービス提供者の意識向上を図る。

• 廃棄物収集容器、袋、搬送台車、PPE を十分確保
するとともに、COVID 対応に当たるスタッフのト
レーニングや能力開発を行う。

• COVID-19廃棄物は、出来る限り、国家・国際ガ
イドラインやマニュアルに規定されているとお
りの感染性廃棄物・医療廃棄物処理に関する既
存のプロトコルに則り処理すべきである。

• 流行地域において医療廃棄物の処理・廃棄能力
を高めることが喫緊の課題である。

• 異なる場所（都市／農村、大規模な無認可居住
地等）における医療廃棄物の処理・廃棄能力の
差を明確にする。

• 地域の制約を把握するとともに、 不適切な廃
棄が環境や健康に与える広範な影響、 そして
COVID-19感染への懸念を考慮しながら、暫定的
な緊急処理・廃棄オプションを明確にする。

• 廃棄物収集容器、袋、搬送台車、PPE を十分確
保するとともに、COVID 対応に当たるスタッフ
のトレーニングや能力開発を行う。

医療廃棄物処理 家庭廃棄物処理
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インドネシア
HCWMの政策と制度的取り決め
インドネシアの法律によると、HCWMは有害廃棄物（HW）
処理の一部であり、環境保護規制と管理などの危険物に関連
した法律や規則で管理されており、政府の規則はHCW（医療
廃棄物）を危険物管理の一環として位置付けている。HCWM
の詳細は、環境森林省（MOEF）の規制で「医療施設からの
有害及び有毒な廃棄物の処理に関する手順と技術要件」とし
て規定されており、その中で危険で有毒な廃棄物の削減、分
類、保管、搬送、処理、埋設、及び処分の方法を規制している。
この処理は、MOEFからの許可を得て現場の医療施設（オン
サイト）で行うことも、搬送及び処理、廃棄を民間企業（MOEF
からの許可を得て）に委託することもできる。現場での処理に
適用できる技術は、オートクレーブと焼却であるが、現場から
離れた場所（オフサイト）で処理する場合、民間企業は焼却プ
ロセスしか適用できない。

COVID-19 waste management
インドネシアでは、COVID-19問題の調整は、国家防災庁の下、
COVID-19を速やかに取り扱うために設立された「COVID-19
タスクフォース」により行われている。2020年3月、MOEFは、
タスクフォースの議長に対して、医療施設、ODP（監視対象の
人々）、及び家庭から発生するCOVID-19廃棄物の処理に関す
るガイダンスを制定した。ガイダンスでは、COVID-19廃棄物
に関する以下の運用ガイドが紹介されている。

Annex：ケーススタディ

医療施設から発生するCOVID-19廃棄物
下記の図は、一般的な医療施設でのHCWMのフローを示し
ており、COVID-19廃棄物も同じ流れで処理されている。運
営は、オンサイトフローとオフサイトフローの2つの構成に
分割される。COVID-19廃棄物処理については、オンサイト
とオフサイトの両方で、フローの各カテゴリーで具体的な予
防策と追加の作業が必要となる。

•	 廃棄物は、発生後2日以内に密閉された梱包で運び出す。

•	 危険な廃棄物として搬送撤去に加えて破砕処理（または
そのどちらかを）する。

•	 燃焼温度800℃以上で焼却するか、破砕機能を備えたオー
トクレーブで処理する。

•	 燃焼残渣、破砕した滅菌器残渣を、一時保管場所に保管
する有害・有毒廃棄物として梱包し、ラベルを貼る。

•	 有害・有毒廃棄物の管理者に搬送し、さらなる処理を行
う。

ODP家庭から発生するCOVID-19廃棄物
•	 マスク、手袋、防護服などの適切な PPE を着用して、

感染性廃棄物として回収する。

•	 密閉容器を使用して梱包する。

•	 医療廃棄物として搬送撤去に加えて破砕処理（または破
砕処理のみ）する。

•	 感染性廃棄物処理に関する情報を以下のように市民に周
知する。

•	 「感染性廃棄物」というラベルの付いた密閉容器を使用し
て、マスク、手袋、個人用防護服などの PPE 廃棄物を
個別に梱包する。

出典：Damanhuri,	ウェビナー ,	2020年4月28日

図：COVID-19廃棄物処理の一般的な流れ
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•	 指定された収集場所から、危険 /有害廃棄物処理のため
に搬送されるように、環境衛生及び保健分野の責任部門
担当者と共に、それぞれの発生源からの収集を行う。

家庭から発生するCOVID-19廃棄物
•	 すべての清掃員、及びごみの搬送者に、特にマスク、手袋、

安全靴といったPPEを毎日滅菌して装着させる。

•	 毎日洗濯できる再利用可能なマスクを使用するなど、
PPE廃棄物の発生を減らす努力を促す。

•	 誤使用を避けるために、使い捨てマスクを引き裂くか裁
断することを課し、ごみ箱に捨てる前にきちんと梱包さ
せる。

•	 自治体が公共スペースに専用のごみ箱・回収箱を用意す
る。

インドネシアにおけるCOVID-19廃棄物処理の課題
インドネシアにおける最大の課題のひとつは、通常の状態であっ
ても、オンサイトとオフサイトの両方の施設の既存の医療廃棄
物処理及び処分の運用能力が、すでに発生している医療廃棄
物の量よりも低いことである。さらに、インドネシアの地域によっ
て、HCWM 能力のギャップがあり、地方や遠隔地はHCWM
能力不足に直面していることに加えて、現在のCOVID-19パン
デミック状況では、感染性廃棄物の量が急増している（「2.2　
医療廃棄物の発生量」を参照）。これらの問題に対処するため
次の提案が MOEFによって提起された。

•	 オンサイト、オフサイト施設の両方の処理能力を最適化
する。

•	 セメントキルン業界との連携を検討する。
•	 HCWMにおける地方自治体の役割を強化する。
•	 統合監視システム（2020年までに5ユニット）を使用して、

2020年から2024年の間に32カ所にHCWM施設を新設
する。

•	 すべての地域で中央集中型 HCWM施設の開発のため民
間企業に参加を促す。

•	 （焼却技術以外の）代替技術を利用する。
•	 処理能力を高めるシナリオには、以下があげられる。

	- 民間企業の処理能力を最大限まで引き上げた場合、処
理能力は2.8倍に増加するが、施設の立地には偏りがあ
る。

	- セメントキルン産業をCOVID-19廃棄物の処理に活用
できる場合、総容量は3.6倍に増加する。分布は比較的
均等ではあるが、廃棄物の搬送が問題になる地域もある。

•	 埋設、埋立（MOEF 規制による）のための別の処理や措
置をとる。

•	 その他の選択肢のひとつとして、既に建設されているが
MOEF 基準を満たしていないオンサイト焼却炉に例外的
に許可を与えることで、リストに載っていない他の地域
からの廃棄物を受け入れることを許可するという方法が
ある。

©iStock
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ケニア
HCWMの政策と制度的取り決め
ケニアのHCWMは、2006年に策定された環境管理及び調整
（廃棄物処理）規制（NEMA 規制）によって規制されている。
加えて、2007年に注射針の誤刺し事故の防止と医療廃棄物
処理に関する国家政策、続いて2010年にケニアの医療サービ
スのための国家感染防止及び管理ガイドライン（「MOH（保健
省）ガイドライン」と呼ばれる）が、適切なHCWMを目的と
して策定された。これらの文書に基づいて、COVID-19の流行、
パンデミックの状況により、2020年4月に「COVID-19拡大防
止における防護具の安全管理と廃棄」が策定された。

医療廃棄物処理の指針
医療廃棄物処理と廃棄の選択肢はMOHガイドラインで規定
されており、医療施設から発生するCOVID-19廃棄物も同じ
手順で処理できる。ガイドラインには、具体的には以下の運用
が含まれている。

•	 感染性廃棄物は、二室式焼却炉で焼却し、焼却炉から
出た灰を、灰用のピットに廃棄する必要がある。人口
密度の高い地域では、焼却炉は出来れば燃焼温度を摂氏
1,200℃まで上げる必要があるが、その他の地域では、
分散型低コストの焼却炉を使用できる。

•	 保健センターや診療所では、ドラム缶焼却炉で感染性廃
棄物を燃やすことがある。地下水汚染の危険がない場合、
衛生的な埋立地または埋設も代替の解決策となる。	ただ
し、固形廃棄物は、環境を保護できる方法で土地に廃棄
するように注意する必要がある。

•	 例として、廃棄物を層状に投棄し、それを最も薄く圧縮
してから、各作業日の終わりに土で覆う、という方法が
ある。熱は一般的に感染性微生物を十分に破壊すること、
及び廃棄物を拾って再利用するのを防止するためにも焼
却の方が廃棄物処理の好ましい方法である。焼却が不可
能な場合は、慎重に土に埋めるのが次善の策である。

•	 シンプルな焼却炉は、レンガ、コンクリートブロック、
使用済みの燃料やオイルのドラム缶など、現地で入手可
能な材料から組み立てることができる。一般的に、この
ような焼却炉は、医療廃棄物が大量にない小規模な地方
の医療施設にのみ有効である。医療施設の規模が大きい
場合は、施設のすべての廃棄物処理ニーズに対応するの
に十分な大きさの焼却炉を建設または設置する方が効率
的である。ドラム缶焼却には以下の処置が必要である。
	- 診療所の風下にある場所を選択し、煙や臭いが医療施
設や近隣の集落に入るのを防ぐ。

	- ドラム缶の側面と火床の底面に確実に十分な空気口を
設ける。

	- 焼却炉を硬化した地面、またはコンクリートの土台の
上に置く。

	- 医療廃棄物のみを燃やし、灰は一般廃棄物として扱う。

	- 一般廃棄物については、通常の公共ごみ処分場を使用
する（これにより、時間と資源の両方を節約すること
ができる）。

	- 医療廃棄物は、特に濡れている場合、簡単には燃えな
い可能性があるため、灯油を加えて、すべての廃棄物
を燃やすのに十分な高温にする。点火した後に灯油を
追加すると爆発を引き起こす可能性があるため、火を
つける前に灯油を加える。

	- 灰を埋立て、あるいは指定された場所に廃棄するなど
して処分する。

	- 以下の廃棄物は焼却してはならない。

	» 加圧ガス容器（エアゾール缶）、大量の反応性化学
廃棄物、銀塩類、写真廃棄物や放射線廃棄物、ポ
リ塩化ビニルを含むプラスチック（血液バッグ、
点滴セット、または使い捨て注射器）、高濃度の水
銀やカドミウムを含む廃棄物、例えば壊れた体温計、
使用済みの電池や鉛張りの木製パネル

•	 ガイドラインでは、以下のような廃棄方法についても強
調されている。

	- 汚染された有害廃棄物のみを埋設する。

	- 処分場は柵で囲み、許可されていない人が立ち入るこ
とができないようにする。

	- 埋設地には、可能であれば、浸透性の低い資材を敷き
つめる。

	- 水源から少なくとも50m以上離れた場所を選び、地下
水層の汚染を防ぐ。

	- 水はけの良い、井戸よりも低いところに位置する場所
を選ぶ。水たまりがない土地で、洪水の起こりやすい
地域、農業や開発に利用されるような土地であっては
ならない。

	- また、敷地内の廃棄物用ピットは、次のような方法で
医療廃棄物を処理するという選択肢もある。

	» 上記のような適切な場所を探す。

ボックス　小規模焼却
• 単室式、ドラム缶方式、レンガ式の焼却炉は、ストッ

クホルム条約ガイドラインの BAT 要件を満たして
いない（ストックホルム条約事務局，2006）。

• さらに、WHO は、小規模焼却炉での処理は、焼却
炉からのダイオキシン類やフランへの曝露により、
中程度の使用量（週に2時間）以上では許容できな
い発がんリスクをもたらす（Batterman, 2004）こ
とを発見したため、医療廃棄物処理の暫定的な手段
とみなすべきであると報告している。
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	» 1m四方、深さ2〜5mのピットを掘る。（ピットの
底は水位から2mの高さにすること。地下水槽の位
置については、地元の水道技術者や水道局に要相談）

	» 動物や廃棄物収集業者、子どもが入らないように
一帯を柵で囲む。

	» 汚染された廃棄物はピットの中に廃棄し、毎日10
〜15cmの土を被せる。（最終的な土の層の厚さは
50〜60cm にして、悪臭を防止し、虫を寄せ付け
ないように、また、動物が埋まっているごみを掘
り起こさないように圧縮すること）

	» 廃棄物の量にもよるが、このようなピットは30日
から60日はもつはずである。

	» 廃棄物の高さが地表面から30〜50cm以内になっ
たら、ピットの表面に土を被せ、コンクリートで
蓋をして、また別のピットを掘る。

•	 ピットでの焼却は、紙などの可燃性・非感染性の廃棄物
にも使用できる。これは、露天ではなく、簡易なピット
で行う必要がある。むきだしでの投棄やオープンな場所
での廃棄物の処分は、感染や火災の危険性があり、悪臭
を放ったり、虫がたかったり、見苦しいので避けるべき
である。

COVID-19廃棄物処理
ケニア保健省は、2020年4月に「COVID-19拡大防止にお
ける防護具の安全管理と廃棄」という具体的な手順を策定
し、コミュニティ、公共の場や医療施設、COVID-19隔離セ
ンターなどに適用している。COVID-19の廃棄物は、原則とし
て上記の方針とガイドラインに基づいて処理されるべきである。
COVID-19に関連する廃棄物の処理については、具体的に以
下のように指導されている。

家庭からの廃棄物
•	 COVID-19の疑いがある、または確認された COVID-19

の症例がある家庭から発生したすべての廃棄物は、分別し、
「感染性廃棄物」と表示された防漏性のあるライナー袋や
容器に入れて保管しなければならない。

•	 保健所職員は、上記のような世帯に対して、最寄りの保
健所から防漏性のあるライナー袋、容器を提供するもの
とする。

•	 保健所職員は、COVID-19の疑いがある、または確認さ
れた家庭からの感染性廃棄物の安全処理を監督するもの
とする。

•	 COVID-19の疑いがある、または確認された家庭からの
感染性廃棄物は、MOH ガイドラインに従って毎日家庭
で消毒する。

•	 廃棄物ライナー袋が3分の2まで一杯になった場合には、
廃棄物をMOHガイドラインに従って消毒し、適切に口
を結び、感染性廃棄物としてラベルを貼り、指定された
回収場所に置く。

•	 COVID-19の疑いがある、または確認された家庭からの

感染性廃棄物は、NEMAの規定に従って最寄りの公衆衛
生施設に搬送されなければならない。

•	 保健所職員は、MOHガイドライン及びNEMAの規定に
従って廃棄物を受け入れ、処理しなければならない。

商業施設、事務所、工場、企業、その他公共の場からの廃棄物
•	 上記の事業体から発生するすべての廃棄物は、感染の可

能性があるものとして処理する。

•	 所有者、テナント、管理者や担当者は、このような公共
の場所には、MOH ガイドラインに従って、適切な色の
防漏性のあるライナー袋、容器を提供しなければならない。

•	 保健所職員は、関係者と協議の上、当該公共の場から発
生する感染性廃棄物の安全処理を監督しなければならない。

•	 所有者、テナント、管理者や担当者は、廃棄物が必ず
NEMAの規則に従って認可された医療廃棄物取扱者によっ
て処理されていることを確認する。

•	 感染性廃棄物は、所有者、テナント、管理者や担当者が、
MOHガイドラインに従って毎日消毒するものとする。

•	 袋が3分の2まで一杯になった場合には、廃棄物をMOH
ガイドラインに従って消毒し、適切に口を結び、感染性
廃棄物としてラベルを貼り、指定された場所の衛生収集
便で回収する。

•	 潜在的に感染性のある廃棄物は、NEMA	規則に従って搬
送、処理、処分するものとする。

•	 感染の可能性のある廃棄物の保持、保管、搬送、処理、
処分に使用されるすべての車両、コンベア、船舶、ごみ
容器は、MOH ガイドラインに沿って消毒されなければ
ならない。

検疫所からの廃棄物
•	 検疫所から発生する廃棄物は、すべて感染性廃棄物とし

て処理する。
•	 管理者及び運営者は、検疫所に適切な色の防漏性のある

ライナー袋、容器を提供しなければならない。
•	 保健省は、検疫所からの感染性廃棄物の安全な処理を監

督するものとする。
•	 管理者及び運営者は、廃棄物が確実にNEMA規則に従っ

て認可された医療廃棄物取扱者によって処理されている
かを確認しなければならない。

•	 検疫所から発生した感染性廃棄物は、MOHガイドライン
に従って管理者または運営者が毎日消毒する。

•	 袋が3分の2まで一杯になった場合には、廃棄物をMOH
ガイドラインに従って消毒し、適切に口を結び、感染性
廃棄物としてラベルを貼り、指定された回収場所に置く。

•	 検疫所から収集した感染性廃棄物は、NEMAの規定に従っ
て搬送、処理、処分するものとする。

•	 感染性廃棄物の保持、保管、搬送、処理、処分に使用
されるすべての車両、コンベア、船舶、　ごみ容器は、
MOHガイドラインに沿って消毒する。
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スリランカ
家庭・検疫場所からのCOVID-19廃棄物処理に関する
ガイドライン
スリランカ政府は、2020年3月に「COVID-19の発生により自
己隔離下にある世帯及び場所から生じる廃棄物の処理に関す
る暫定ガイドライン33」を策定した。暫定ガイドラインは、現
行の廃棄物処理政策、規制、基準に沿って作成されているが、
スリランカの地方自治体が廃棄物を処理する上で、現在の保
健衛生上の緊急事態に特有のニーズに対応するための規定が
設けられている。

自治体やステークホルダーへの一般的な注意
COVID-19廃棄物処理計画の第一段階は、自己隔離の対象と
なる世帯・場所・人を特定し、それらの場所・世帯に対して特
別な事業を提供することである。適化した廃棄物収集事業を
提供するために、地方自治体は以下のリソースを分配しなけれ
ばならない。

•	 廃棄物収集と搬送用の別車両を手配する。

•	 適正な数の廃棄物処理作業員を確保する。

•	 適切な廃棄物収集袋を供給する。

•	 保健所職員を配置して、家庭の現場での廃棄物処理に関
する助言を行うとともに、自治体内での住民や収集員の
廃棄物処理活動のトレーニングと監督を行う。

•	 自己隔離中の家庭には、不法投棄を行わないように指示
する（違反の場合には法的措置をとる可能性を強調する）。

•	 指定された地域に患者や汚染が記録されている場合は、
COVID-19のパンデミックが終息するまで、リサイクル
センターや店舗での廃棄物の受け入れを一時的に停止す
る。

•	 COVID-19のパンデミックが終息するまで、地方自治体
が運営している廃棄物処理場での研修プログラム、現場
見学、研修のための訪問を一時的に中止する。

•	 廃棄処理場への人や動物の立ち入り、ごみ拾いなどを厳
しく差し止める。

•	 廃棄物処理活動を実施する責任者を任命し、他のステー
クホルダーの協力を得て実施するよう指示する。

隔離対象世帯・場所への指示
家庭では、廃棄物の発生を最小限に抑えるために最大限の努
力をしなければならない。包装材、工具、器具、消耗品の不
必要な使用を制限することにより、廃棄物を最小限にすること
を後押しできる。各家庭では、自治体や保健所からの廃棄物
削減の指導や指示に従うことが推奨される。COVID-19陽性

者や感染していると思われる人のいる家庭や自己隔離場所から
発生する一般廃棄物は、最低でも3つのカテゴリーに分別する
ように指導されている。

•	 台所ごみ・食べ残しごみ（有機性廃棄物）

	- 食品加工から発生する廃棄物、消費後の残飯、腐敗し
たり捨てられたりした食品

•	 非生物分解性廃棄物

•	 特殊廃棄物

	- フェイスマスク、マスク、手袋、ハンカチ、ティッシュ、
生理用ナプキン、オムツ、その他居住者の体液で汚染
されたものなどの廃棄物及び汚染の可能性のあるもの

本ガイドラインでは、下記の表のように、COVID-19陽性者や
感染していると考えられる人がいる家庭や自己隔離場所に対して、
一般廃棄物処理の指示を出している。

廃棄物処理事業者の労働安全衛生
地方自治体は、廃棄物の収集、搬送、処分に関わるすべての
人に適切な PPEを供給しなければならない。PPEには、特
殊作業着（つなぎ）、マスク、手袋、靴やブーツ、エプロンまた
は使い捨ての作業服が含まれる。作業者には、PPEを適切に
使用するよう指導し、監視しなければならない。廃棄物取扱者
と監督者は、廃棄物の性質と必要な安全手順について適切な
説明を受け、支援を受けて業務を遂行できるようにしなければ
ならない。彼らは適切なPPEを所有し、毎日新しい PPE 一
式を着用しなければならない。つなぎは徹底した洗浄・消毒を
行った後、再利用することができる。必要なPPEを提供する
のは自治体の責任である。

廃棄物取扱者には、各家庭を訪問する収集活動において、社
会的な距離を1メートル以上保つように指導しなければならない。
特殊廃棄物収集車は、廃棄物を降ろした直後に、最終処分場
で消毒（消毒液、すなわちアルコール度数70％の消毒液、洗
濯石鹸液、液体、トイレ洗浄剤などの噴霧）を行うことが義
務付けられている。この洗浄は、各々の回収ごとに実施するも
のとする。廃棄物収集作業員には、隔離中の家や施設から特
殊廃棄物を引き取るたびに手を洗浄するのに十分な手指消毒
剤及び洗浄剤（石鹸・消毒剤）を支給しなければならない。特
殊廃棄物の回収中は、外部環境との接触を最小限にするよう
に指導する（お茶や水を飲んだり、檳榔（びんろう）の実をかじっ
たり、喫煙したり、店に行ったりしないことを厳しく指導する）。
特殊廃棄物の回収中は、顔やマスクに触れないように指導が
必要である。
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廃棄物処理の流れ 有機廃棄物 非生物分解性廃棄物 特殊廃棄物

発生元での保管 蓋付きのプラスチック、金属容器
の中に防漏性のあるポリエチレン
袋を入れて収集

HDPE（最低25ミクロンまた
は100ゲージの厚さ）あるいは
LDPE（最低55ミクロンまたは
250ゲージの厚さ）のポリエチレ
ン袋に入れて収集（地方自治体
が生物分解性のない廃棄物をリ
サイクルと残留廃棄物に分ける場
合、廃棄物は別々の2つの袋に収
納）

防漏性のある黄色のHDPE（最
低25ミクロンまたは100ゲージの
厚さ）あるいはLDPE（最低55ミ
クロンまたは250ゲージの厚さ）
のポリエチレン袋に入れて収集
さらにもう一枚の同様な黄色の袋
の中に収納

廃棄物の袋は、搬出または処分されるまで、子どもや動物の手の届かない安全な場所に保管

搬送 可能な限り、専用の廃棄物収集サ
ービスで収集
3日間保存された有機廃棄物のみ
を受け入れ
袋は開封せずに収集
袋は車に積み込む前に消毒

可能な限り、専用の廃棄物収集サ
ービスで収集
収集前に3日間保管
分別されたリサイクル品は、厚生
省や自治体管轄のリサイクル回収
に引き渡し可

専用の廃棄物収集サービスのみ
で収集
収集前に3日間保管
車両への積み込み前に袋を消毒

COVID-19廃棄物
の処理

堆肥施設への投入及び人や動物
が拾い集めることを回避
施設が利用可能であれば焼却

施設が利用可能であれば焼却 特殊廃棄物の熱処理（焼却など）
が義務付けられていない場合、廃
棄物は認定された医療廃棄物取
扱者に引き渡され、燃焼による安
全な処理を受けるべき

オンサイトでの廃棄 十分なスペースがある家庭は、廃
棄物処理ピットを掘り、有機性廃
棄物をすべてその場で処理するこ
とが奨励
最低2フィートの深さを掘り、ピッ
トの周囲には盛土
廃棄物をピットに廃棄する前に消
毒

通常の廃棄物収集サービスが利
用できない、または提供すること
が困難な場合は、現場での処分
を検討
2×2×2フィートのピット
廃棄物をピットに廃棄する前に消
毒
廃棄物は6インチの厚さの土壌層
で被覆

該当なし

オフサイトでの廃棄 可能な場合は、衛生的な埋立地を利用
緊急投棄地
深さ8フィート、地下水位への到達不可
土の畝や溝で雨水の浸入防止
人や動物が触れないよう保護
廃棄物を処分前に消毒
処理された廃棄物を土で被覆

該当なし

表：隔離対象の家庭や施設における廃棄物の種類別の運用
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